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  規   則   

規 則 第  ６９  号   

平成２６年 ６ 月 ３ 日   

 

 保健衛生事務に関する権限委任規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

                       熊本市長  幸 山 政 史 

 

   保健衛生事務に関する権限委任規則の一部を改正する規則 

 

 保健衛生事務に関する権限委任規則（平成１１年規則第２８号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第２条第２５号中ネを削り、ノをネとし、ハからヨまでをノからヱまでとする。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２６年６月１２日から施行する。 
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  告   示   

告 示 第 ４ ０ ３ 号   

平成２６年６月２日   

 計量法（平成４年法律第５１号）第１９条第１項の規定に基づき特定計量器の定期検査を実施する

ので、同法第２１条第２項の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 定期検査の対象となる特定計量器 

  計量法施行令第１０条第１項第１号に規定する非自動はかり、分銅及びおもり。 

２ 定期検査の実施期日及び場所、区域 

検 査 日 
検査場所 

検査区域（小学校区） 

７月１日（火） 
天明運動施設 体育館玄関前 

銭塘・奥古閑・川口・中緑 

７月２日（水） 
飽田中学校 玄関前 

飽田東・飽田西・飽田南 

７月８日（火） 
ＪＡ熊本市北部支店 駐車場横倉庫 

西里・川上・北部東 

７月９日（水） 
清水小学校 体育館エントランス 

清水 

７月１０日（木） 
麻生田地域コミュニティセンター 玄関ホール 

麻生田・城北・楡木 

※ 受付時間 午前１０時から正午・午後１時から午後３時まで 

※ 飽田中学校会場及び清水小学校会場については、受付時間は午後１時から午後３時までとな

ります。ご注意ください。 

上記の期日に受検できない者は、市長が別に指定する期日に行う。 

３ 特定計量器検定検査規則（平成５年通商産業省令第７０号）第３９条第１項の規定による定期検

査実施の場所及び期間 

(1) 検査場所 

特定計量器の所在の場所 

(2) 所在場所検査に該当する特定計量器 

ア 特定計量器の質量又は体積が大きいため、運搬が著しく困難なとき。 

イ 特定計量器がその構造上運搬をすることにより、破損し、又は精度が落ちるおそれがあるも

のであるとき。 

ウ 特定計量器が土地又は建物その他の工作物に取り付けられているため、その取り外しが困難

であるとき。 

エ 特定計量器の数が多い場合又は特定計量器の検査のため必要な検査設備を備えて いる場合

であって、その所在の場所で定期検査を行っても定期検査の事務に支障がないとき。 

オ 特定計量器の所在の場所で定期検査を行うことが、定期検査の事務の効率的な実施に資する

ものであるとき。 

※ 上記のア～エのいずれかに該当する場合は、「所在場所定期検査申請書」を熊本市長へ提出 

する。 

(3) 検査期間 

平成２６年７月１日（火）から平成２６年１１月２８日（金）まで 
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告 示 第 ４ ０ ４ 号   

平成２６年６月２日   

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定に基づき、使用料及び手数

料等の徴収又は収納事務の委託に関し、次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 受託者 

  熊本市中央区帯山三丁目８－４４ 

  株式会社 三勢 

   代表取締役 福原 英喜 

２ 委託期間 

  平成２６年６月１日から平成２６年９月３０日まで 

３ 委託する歳入の種類 

  熊本市立五福小学校プール及びコインロッカーの使用料 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ０ ５ 号   

平成２６年６月２日   

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

４条第２項の指定自立支援医療機関（精神通院医療）を次のとおり指定したので、同法第６９条第１

項の規定に基づき告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

№ 医療機関の名称 医療機関の所在地 指定期間 

１ 平成さくら薬局 
熊本市中央区萩原町１

７－２５ 
平成２６年６月１日 ～ 平成３２年５月３１日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ０ ６ 号   

平成２６年６月２日   

 県道の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規

定に基づき告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

道路の種類 路 線 名 

道路の区域 

区 間 
旧新 

の別 

敷地の幅

員（ｍ） 

延 長 

（ｍ） 

一般県道 
熊本山鹿自転車

道線 

西区上熊本三丁目３番地先から 

西区上熊本三丁目５番地先まで 
旧 

３．８ 

～ 

３．８ 

４６．６ 

西区上熊本三丁目３番地先から 

西区上熊本三丁目５番地先まで 
新 

３．８ 

～ 

６．２ 

４６．６ 
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告 示 第 ４ ０ ７ 号   

平成２６年６月２日   

 県道の供用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき

告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

 

道路の種類 

 

 

路線名 

 

道路の区域 

供用開始の期日 

区 間 

一般県道 熊本山鹿自転車道線 
西区上熊本三丁目３番地先から 

西区上熊本三丁目５番地先まで 
平成２６年６月２日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ０ ８ 号   

平成２６年６月２日   

 市道の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規

定に基づき告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

区 間 
旧新 

の別 

敷地の幅

員（ｍ） 

延長 

（ｍ） 

７－４４０ 
上熊本３丁目花園１

丁目第１号線 

西区上熊本三丁目５番地先から 

西区上熊本三丁目３番地先まで 
旧 

４．７ 

～ 

４．７ 

５０．１ 

西区上熊本三丁目５番地先から 

西区上熊本三丁目３番地先まで 
新 

４．７ 

～ 

６．３ 

５０．１ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ０ ９ 号   

平成２６年６月２日   

 市道の供用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき

告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

供用開始の期日 

区 間 
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７－４４０ 
上熊本３丁目花園１

丁目第１号線 

西区上熊本三丁目５番地先から 

西区上熊本三丁目３番地先まで 
平成２６年６月２日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ １ ０ 号   

平成２６年６月３日   

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２

９条第１項の障害福祉サービス事業者を指定したので、同法第５１条第１項第１号の規定により告示

する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 事業所の名称及び所在地 

(1) 訪問介護ちょうちょ くるみの森 

   熊本市東区渡鹿八丁目１番７０号  

(2) あいわ訪問介護ステーション・水前寺 

   熊本市中央区水前寺一丁目１０番１号 奥村ビル２階 

(3) ハピネスワーク 

熊本市西区出町４番２６号 

２ 事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

(1) アースウェル株式会社 

   福岡市南区筑紫丘一丁目２３番９号 大久保 正幸 

(2) 株式会社光西 

熊本市中央区水前寺一丁目１０番１号 奥村ビル２階 西村 光昭 

(3) 特定非営利活動法人ハピネス 

熊本市西区出町４番２６号 志田 直樹 

３ 指定年月日   

平成２６年６月１日 

４ 障害福祉サービスの種類 

(1) 居宅介護、重度訪問介護 

(2) 居宅介護、重度訪問介護 

(3) 就労継続支援Ｂ型 

５ 主たる対象とする障害の種類 

(1) 居宅介護は特定なし、重度訪問介護は肢体不自由者 

(2) 居宅介護は特定なし、重度訪問介護は肢体不自由者 

(3) 知的障害者、精神障害者 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ １ １ 号   

平成２６年６月３日   

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の障害児通所支援事業者を指定

したので、同法第２１条の５の２４第１項第１号の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 事業所の名称及び所在地 

(1) エンゼルトール 

  熊本市北区龍田弓削一丁目９番３８号  

(2) ぶーやん５号 
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   熊本市中央区出水一丁目７番５６号 

２ 事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

(1) 株式会社 育慈苑 

   熊本県阿蘇市黒川１０５９番地２ 市原 里佳 

(2) 株式会社 ヒューマンネット 

   香川県高松市木太町４２８４番地８ 鎌倉 美智代 

３ 指定年月日   

平成２６年６月１日 

４ 障害児通所支援サービスの種類 

(1) 児童発達支援、放課後等デイサービス 

(2) 放課後等デイサービス 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ １ ２ 号   

平成２６年６月３日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ １ ３ 号   

平成２６年６月３日   

 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項に規定する医師を次のとおり指定

したので、熊本市身体障害者福祉法施行細則（平成６年規則第６３号）第４条の規定に基づき告示す

る。 

熊本市長  幸 山 政 史   

診療科目 医師氏名 医療機関名 所在地 指定日 

神経内科 阪本 徹郎 熊本市民病院 
熊本市東区湖東一丁目１

番６０号 
平成２０年９月５日 

整形外科 瀬形 建喜 熊本市民病院 
熊本市東区湖東一丁目１

番６０号 
平成１３年１０月１６日 

循環器 

内科 
山室 惠 

熊本大学医学部 

付属病院 

熊本市中央区本荘一丁目

１番１号 
平成２６年５月２８日 

循環器 

内科 
佐藤 幸治 熊本市民病院 

熊本市東区湖東一丁目１

番６０号 
平成２６年５月２８日 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並び

に代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

５０６ 

生活リハクラブ 

熊本市西区池上町１２３３番地６ 

有限会社リハビリ介護研究所 

熊本市西区上代一丁目１９番１０号 

取締役 玉垣 均 

平成２６年

６月１日 
通所介護 

４３７０１１０

５０６ 

生活リハクラブ 

熊本市西区池上町１２３３番地６ 

有限会社リハビリ介護研究所 

熊本市西区上代一丁目１９番１０号 

取締役 玉垣 均 

平成２６年

６月１日 

介護予防通

所介護 
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整形外科 勝嶌 葉子 杉村病院 
熊本市中央区本荘三丁目

７番１８号 
平成２６年５月２８日 

整形外科 田代 泰隆 西日本病院 
熊本市東区八反田三丁目

２０番１号 
平成２６年５月２８日 

耳鼻 

咽喉科 
唐木 將行 田中病院 

熊本市中央区新市街７番

１７号 
平成２６年５月２８日 

耳鼻 

咽喉科 
唐木 りえ 田中病院 

熊本市中央区新市街７番

１７号 
平成２６年５月２８日 

外 科 岡村 茂樹 西日本病院 
熊本市東区八反田三丁目

２０番１号 
平成２６年５月２８日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ １ ４ 号   

平成２６年６月３日   

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

４条第２項の指定自立支援医療機関を次のとおり指定したので、同法第６９条第１項の規定に基づき

告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

指定医療機関 所 在 地 
担当すべき

医療の種類 

主として担当す

る医師（薬剤師）

氏名 

指定年月日 

熊本駅前矯正歯科 

クリニック 

熊本市西区春日五丁

目６番５号 

田中スクエアビル１

Ｆ－Ｂ 

歯科矯正 上村 裕希 平成２６年６月１日 

熊本大学医学部 

付属病院 

熊本市中央区本荘一

丁目１番１号 
口 腔 平木 昭光 平成２６年６月１日 

あおい薬局 

帯山店 

熊本市中央区帯山三

丁目１５番１１号 
調 剤 三島 秀樹 平成２６年６月１日 

あおい薬局 

城南店 

熊本市南区城南町今

吉野丸山２８２番１ 
調 剤 水野 美希 平成２６年６月１日 

あすなろ薬局 

帯山店 

熊本市中央区帯山三

丁目１８番４２号 
調 剤 川上 真理子 平成２６年６月１日 

薬局セントラル 

ファーマシー長嶺 

熊本市東区長嶺南二

丁目８番８３号 
調 剤 渡辺 大介 平成２６年６月１日 

アイン薬局 

富合店 

熊本市南区富合町古

閑９５９番１ 
調 剤 手島 晋一 平成２６年６月１日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ １ ８ 号   

平成２６年６月５日   

 熊本市オンブズマン条例（平成２３年条例第１０号）第２５条及び熊本市オンブズマン条例施行規

則（平成２３年規則第７５号）第８条第２項の規定に基づき、次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
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１ 件名  

熊本市オンブズマン運営状況 

２ 運営状況 

(1) 苦情申立ての受付状況 

（表１） 月別・居住地別・申立方法別受付状況 

（単位：件） 

 

（表２） 行政組織別・分野別受付状況 

（単位：件・％） 

月 件数 

申立人居住地別 申立方法別 

市内 
県内 

県外 持参 
インター 

ネット 
郵送 ＦＡＸ 

（市外） 

４ ３ ３ ０ ０ ２ ０ １ ０ 

５ ５ ５ ０ ０ ２ ３ ０ ０ 

６ ７ ７ ０ ０ ３ ３ ０ １ 

７ ４ ３ １ ０ ０ ２ １ １ 

８ ５ ４ １ ０ ３ ０ ２ ０ 

９ ７ ７ ０ ０ ３ ４ ０ ０ 

１０ ６ ６ ０ ０ ３ １ １ １ 

１１ ５ ４ ０ １ ３ ２ ０ ０ 

１２ ９ ９ ０ ０ ３ ６ ０ ０ 

１ ３ ２ ０ １ １ １ １ ０ 

２ ５ ３ １ １ １ ３ １ ０ 

３ ８ ７ １ ０ ４ ０ ２ ２ 

合計 ６７ ６０ ４ ３ ２８ ２５ ９ ５ 

組 織 件数 構成比 分  野 

総務局 ２ ３.０ 契約 １ 相談業務 １     

企画振興

局 
２ ３.０ 市民協働 １ 交通安全対策 １     

財政局 ７ １０.４ 固定資産税 ５ 市県民税 ２     

健康福祉

子ども局 
１１ １６.４ 

生活保護 １ 国民健康保険 １ 介護保険 １ 住宅支援給付 １ 

高齢者団体支援 １ 環境衛生 １ 感染症対策 １ 児童相談所 １ 

施設 １ 
個人情報 

保護制度 
１ 相談業務 １   

環境局 １ １.５ 環境保全 １       

農水商工

局 
１ １.５ 消費者相談 １       

観光文化

交流局 
１ １.５ 文化財 １       

都市建設

局 
１８ ２６.９ 

道路管理 ５ 土地区画整理 ２ 住宅管理 ２ 景観整備 １ 

マンション管理 １ 駐車場管理 １ 道路整備 １ 準用河川改修 １ 

公園 １ 用地取得 １ 委員選考 １ 審議会等運営 １ 
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(2) 苦情申立ての処理状況 

ア 平成２４年度からの継続分 

（表３） 苦情処理の状況 

（単位：件・％） 

区    分 件数 構成比 

１ 調査結果を通知したもの １５ ８３.３ 

  

  

(1) 苦情申立ての趣旨に沿ったもの 

（市の業務に何らかの不備があったもの） 
８ ４４.４ 

(2) 市の業務に不備がなかったもの ７ ３８.９ 

２ 調査対象とならなかったもの ３ １６.７ 

 
(1) 管轄外のもの ２ １１.１ 

(2) その他のもの（利害無し・１年以上経過等） １ ５.６ 

合     計 １８ １００.０ 

 

（表４） 苦情処理日数の状況 

（単位：件・％） 

処理日数 

区 分 

３０日

以内 

３１日～

６０日 

６１日 

以上 
合計 

１ 調査結果を通知したもの ０ ３ １２ １５ 

  

  

(1) 苦情申立ての趣旨に沿ったもの 

（市の業務に何らかの不備があったもの） 
０ ２ ６ ８ 

(2) 市の業務に不備がなかったもの ０ １ ６ ７ 

２ 調査対象とならなかったもの ０ １ ２ ３ 

 

(1) 管轄外のもの ０ １ １ ２ 

(2) その他のもの 

（利害無し・１年以上経過等） 
０ ０ １ １ 

合     計 ０ ４ １４ １８ 

構  成  比 ０.０ ２２.２ ７７.８ １００.０ 

 

 

 

中央区役

所 
６ ８.９ 生活保護 ３ 

地域コミュニ

ティセンター 
１ 国民年金 １ 戸籍 １ 

西区役所 １ １.５ 生活保護 １       

南区役所 ３ ４.５ 生活保護 １ 児童手当給付 １ 相談業務 １   

北区役所 ２ ３.０ 圃場整備 １ 道路整備 １     

交通局 ３ ４.５ 電車運行 １ 自動車運行 １ 公共用地 １   

上下水道

局 
１ １.５ 上下水道料金 １       

教育委員

会 
５ ７.４ 幼稚園 ２ 図書館 １ 緑の保全 １ 職務外行為 １ 

その他の

機関 
３ ４.５ 指導監査 １ 交通規制 １ 

ボランティア

活動 
１   

合 計 ６７ １００.０         
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  イ 平成２５年度受付分 

（表５） 苦情処理の状況 

（単位：件・％） 

区    分 件数 構成比 

１ 調査結果を通知したもの ３８ ５６.７ 

  

  

(1) 苦情申立ての趣旨に沿ったもの 

（市の業務に何らかの不備があったもの） 
１７ ２５.４ 

(2) 市の業務に不備がなかったもの ２１ ３１.３ 

２ 調査対象とならなかったもの ６ ９.０ 

  

  

(1) 管轄外のもの ４ ６.０ 

(2) その他のもの 

（利害無し・１年以上経過等） 
２ ３.０ 

３ 調査を中止したもの ０ ０.０ 

４ 取り下げられたもの ４ ６.０ 

５ 継続調査中のもの １９ ２８.３ 

合     計 ６７ １００.０ 

 

（表６） 苦情処理日数の状況 

（単位：件・％） 

処理日数 

区 分 

３０日 

以内 

３１日～ 

６０日 

６１日 

以上 
合計 

１ 調査結果を通知したもの ０ ８ ３０ ３８ 

  
(1) 苦情申立ての趣旨に沿ったもの 

（市の業務に何らかの不備があったもの） 
０ ３ １４ １７ 

  (2) 市の業務に不備がなかったもの ０ ５ １６ ２１ 

２ 調査対象とならなかったもの ５ ０ １ ６ 

  

  

(1) 管轄外のもの ３ ０ １ ４ 

(2) その他のもの 

（利害無し・１年以上経過等） 
２ ０ ０ ２ 

３ 調査を中止したもの ０ ０ ０ ０ 

４ 取り下げられたもの ２ ２ ０ ４ 

合     計 ７ １０ ３１ ４８ 

構  成  比 １４.６ ２０.８ ６４.６ １００.０ 

 

(3) 発意調査 

平成２５年度は、熊本市オンブズマン条例第７条第２項に基づき、発意調査を１件行った。 

(4) 勧告又は意見表明 

平成２５年度は、熊本市オンブズマン条例第７条第１項第２号に基づく勧告又は意見表明に至

った事例はなかった。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ １ ９ 号   

 平成２６年６月５日   

高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第３１条第２項の規定に基づき、

指定登録機関より届出があったので、同法第３１条第３項の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   
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１ 変更の届け出があった指定登録機関の名称 

  一般財団法人 熊本県建築住宅センター 

２ 登録機関の住所及び登録事務を行う事務所の所在地 

  （変更前）熊本市中央区神水一丁目３番１号 

  （変更後）熊本市中央区水前寺六丁目３２番１号 

３ 変更予定日 

  平成２６年６月６日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ ２ １ 号   

平成２６年６月６日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ２ ２ 号   

平成２６年６月９日   

 平成２５年度市県民税納税通知書の送達を受けるべき次の者の住所及び居所が不明のため、当該書

類を送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本市

税条例（昭和２５年告示第８９号）第１３条の規定により告示する。 

  なお、当該書類は、熊本市財政局課税管理課で保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付す

る。 

                           熊本市長  幸 山 政 史   

該当年度 税 目 期別 指定納期限 住所及び氏名（登載省略） 

平成２５ 市県民税 過６ 平成２６年６月３０日 ２人 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ２ ３ 号   

平成２６年６月９日   

 市道の供用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）同法第１８条第２項の規定に基

づき告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

 

 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

指定年月日 サービス

の種類 

４３７０１１０

５１４ 

リハビリテーション特化型デイサー

ビス ＳＯＷＡＫＡ 

熊本市中央区帯山一丁目２２－７７ 

株式会社Ｌｉｎｋｓ 

熊本市中央区帯山三丁目３２番１２

号フレグランス帯山１０１ 

代表取締役 田中 耕一 

平成２６年

６月１０日 
通所介護 

４３７０１１０

５１４ 

リハビリテーション特化型デイサー

ビス ＳＯＷＡＫＡ 

熊本市中央区帯山一丁目２２－７７ 

株式会社Ｌｉｎｋｓ 

熊本市中央区帯山三丁目３２番１２

号フレグランス帯山１０１ 

代表取締役 田中 耕一 

平成２６年

６月１０日 

介護予防

通所介護 
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整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

供用開始の期日 

区 間 

１－４０６ 
下通２丁目水道町第

１号線 

中央区下通二丁目７番１３地先から 

中央区水道町６番３番地先まで 
平成２６年６月９日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ２ ４ 号   

平成２６年６月９日   

 市道の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規

定に基づき告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

区 間 
旧新 

の別 

敷地の幅

員（ｍ） 

延長 

（ｍ） 

２８－３０

４２９ 

大町第５

号線 

南区富合町大町１０３５番５地先から 

南区富合町大町９６５番２地先まで 
旧 

２．４ 

～ 

２．７ 

６２．８ 

南区富合町大町１０３５番５地先から 

南区富合町大町９６５番２地先まで 
新 

３．５ 

～ 

４．２ 

６２．８ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ２ ５ 号   

平成２６年６月９日   

 市道の供用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき

告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

供用開始の期日 

区 間 

２８－３０４２９ 大町第５号線 
南区富合町大町１０３５番５地先から 

南区富合町大町９６５番２地先まで 
平成２６年６月９日 
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告 示 第 ４ ２ ６ 号   

平成２６年６月９日   

 市道の供用を開始するので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき

告示する。 

その関係書類は、告示の日から２週間、熊本市都市建設局土木管理課において一般の縦覧に供する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

整理番号 

 

路線名 

 

道路の区域 

供用開始の期日 

区 間 

１７－７５ 
野口町荒尾町

第３号線 

南区荒尾一丁目１７２１番１地先から 

南区荒尾三丁目２００９番２地先まで 
平成２６年６月９日 

１７－７９ 
荒尾１丁目第

１号線 

南区荒尾一丁目１９３８番１地先から 

南区荒尾一丁目１７０９番１地先まで 
平成２６年６月９日 

１７－８２ 
荒尾町第４号

線 

南区荒尾三丁目２００８番１地先から 

南区荒尾一丁目１６８３番１地先まで 
平成２６年６月９日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ２ ７ 号   

平成２６年６月９日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条２項の規定による届出がされたので、同法第７８

条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２の規定により、次のとおり告示

する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ２ ９ 号   

平成２６年６月１０日   

国民健康保険料督促状の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条

の２の規定により告示する。 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

廃止年月日 サービス

の種類 

４３７０１０６

１０８ 

セントケア健軍 

熊本市東区東野四丁目６番２６号  

セントケア九州株式会社 

熊本市中央区十禅寺一丁目３番１号 

代表取締役 東 善郎 

平成２６年

６月３０日 

訪問介護 

介護予防

訪問介護 
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なお、当該書類は、熊本市健康福祉子ども局国保年金課に保管し、送達を受けるべき者の申し出に

より交付する。 

 熊本市長  幸 山 政 史   

年度 期別 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

平成２６年度 ４月期 ２４人 

平成２５年度 ３月期 ２４人 

２月期 ２人 

平成２４年度 ６月期 １人 

 上記の者は、指定期限までに国民健康保険料を納付するよう通知する。 

 指定期限  平成２６年６月１９日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ３ ０ 号   

平成２６年６月１０日   

 介護保険料督促状の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、介護保険法（平成９年法律

第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び

熊本市介護保険条例（平成１２年条例第５号）第９条の規程により告示する。 

 なお、当該書類は、熊本市健康福祉子ども局国保年金課に保管し、送達を受けるべき者の申出によ

り交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

年度 期別 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

平成２６年度 ４月期 １１８人 

平成２５年度 ３月期 ７人 

上記の者は、指定期限までに介護保険料を納付するよう通知する。  

指定期限  平成２６年６月１９日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ３ １ 号   

平成２６年６月１０日   

後期高齢者医療保険料督促状の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明のため、高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１１２条において準用する地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 なお、当該書類は、熊本市健康福祉子ども局国保年金課に保管し、送達を受けるべき者の申出によ

り交付する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

年度 期別 送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

平成２６年度 ４月期 １人 

上記の者は、指定期限までに後期高齢者医療保険料を納付するよう通知する。 

指定期限  平成２６年６月１９日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ３ ２ 号   

平成２６年６月１０日   

 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第８条第２項の規定に基づき保管した広告物又は掲出

物件について、次のとおり告示する。 

                   熊本市長  幸 山 政 史   
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ３ ３ 号   

平成２６年６月１０日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  松原自治会 

２ 変更があった事項及びその内容 

(1) 代表者の氏名 

   「松本 幸男」を「坂本 豊」に改める。 

(2) 代表者の住所 

   「熊本市北区植木町滴水１６８番地２」を「熊本市北区植木町滴水１３６番地３」に改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ３ ４ 号   

平成２６年６月１０日   

熊本市自転車の安全利用及び駐車対策等に関する条例（昭和６０年条例第３１号）第１２条、第１

３条第２項及び第１６条第１項の規定に基づき、放置自転車を移動・保管したので、同条例第１４条

第１項及び第１６条第２項の規定により、次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 自転車が放置されていた場所、移動・保管した年月日、保管の場所及び期間 

(1) 自転車を移動保管した年月日及び放置されていた場所 

ア 平成２６年５月２１日 中央区水前寺公園四丁目、中央区南熊本駐輪場、中央区平成駅前駐 

輪場 

イ 平成２６年５月２２日 銀座通りエリア、手取エリア、新市街エリア、南区富合町小岩瀬、 

並木坂エリア 

撤去日 
名称 

又は種類 
数量 撤去場所 

保管 

開始日 

５月２３日 はり札等 １ 高橋町 ５月２４日 

５月２６日 はり札等 ７ 
長嶺南・清水新地・高平・内

坪井町 
５月２７日 

５月２９日 はり札等 ３ 島崎・榎町 ５月３０日 

５月３１日 

はり札等 ２９ 
世安町・近見・砂原町・孫代

町 
６月１日 

立看板等 １ 城山大塘 

６月２日 はり札等 ４ 清水亀井町 ６月２日 

６月３日 はり札等 １ 上南部 ６月４日 

６月５日 はり札等 ５ 流通団地 ６月６日 

保管場所  熊本市花畑別館 （熊本市中央区花畑町３－１） 



平成 26 年 6 月 30 日       熊 本 市 公 報         第 1379 号 

- 1104 - 

ウ 平成２６年５月２６日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア 

エ 平成２６年５月２７日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、新市街エリア、辛島 

エリア、水道町エリア、北区植木町正清 

オ 平成２６年５月２８日 南区日吉二丁目３、南区八分字町２３２６－１ 

カ 平成２６年５月２９日 はあもにい、健軍ピアクレス、健軍駐輪場、健軍変電所前駐輪場、 

中央区水前寺四丁目３ 

キ 平成２６年５月３０日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、新市街エリア、辛島 

エリア、並木坂エリア 

ク 平成２６年６月２日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、上通自転車駐輪場、新 

市街エリア 

ケ 平成２６年６月３日 銀座通りエリア、市庁舎南側駐輪場、市庁舎北側駐輪場、市役所地下 

駐輪場、手取エリア、上通りエリア、新市街エリア、辛島エリア、並木 

坂エリア 

(2) 保管の場所 平成第２自転車保管所 

(3)  保管の期間 平成２６年９月１０日まで 

２ 移動・保管台数 

  自転車 ２３５台 

３ 返還事務を行う曜日・時間 

  月曜日から土曜日まで 

  午前１０時から午後４時３０分まで 

  日曜日、祝祭日及び１２月２９日から翌年１月３日までは返還事務を行わない。 

４ 返還を受けるための必要事項 

自転車の返還を受けようとするときは、その住所及び氏名を証する書類、印鑑、自転車の鍵、返

還通知書等当該自転車等の利用者又は所有者であることを証する書類及び移動保管料を市長に提示

等しなければならない。 

５ 連絡先（返還事務を行う場所） 

  平成第２自転車保管所（電話 ０９６－３７０－５６０６） 

  熊本市中央区平成二丁目２３５番（平成跨線橋下） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ３ ６ 号   

平成２６年６月１１日   

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５

１条の２５第２項の規定に基づき、一般相談支援事業を行う事業者の指定を廃止したので、同法第５

１条の３０第２号の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 廃止した事業所の名称及び所在地 

  えづこ相談支援センター 

熊本市東区画図町大字重富５７５ 

２ 廃止した事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

社会福祉法人 志友会  

熊本県葦北郡芦北町大字芦北２８１３ 

   理事長 篠原 誠 

３ 廃止した事業の種類 

  地域移行支援、地域定着支援 

４ 廃止年月日  

平成２６年６月３０日 
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告 示 第 ４ ３ ７ 号   

平成２６年６月１１日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定による届出がされたので、同法第８

５条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３３条の２の規定により、次のとおり告

示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ３ ８ 号   

平成２６年６月１１日   

平成２６年度介護保険料納付通知書（普通徴収）の送達を受けるべき者の住所及び居所が不明であ

ることから書類を送達することができないため、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の

２及び熊本市介護保険条例（平成１２年条例第５号）第９条の規定により告示する。 

なお、当該書類は、熊本市健康福祉子ども局高齢介護福祉課で保管し、送達を受けるべき者の申し

出により交付する。                                                                    

   熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ３ ９ 号   

平成２６年６月１２日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  川上校区第１８町内自治会 

２ 変更があった事項及びその内容 

(1) 代表者の氏名 

   「中村 孝夫」を「津地 正一」に改める。 

(2) 代表者の住所 

  「熊本市四方寄町６５５－５」を「熊本市北区四方寄町５９４番地７」に改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ４ ０ 号   

平成２６年６月１２日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項及び第２項に基づき認可をした秋津

レークタウン自治会から、同条１１項の規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定によ

り次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの

種類 

４３７０１０６

０９０ 

セントケア熊本 

熊本市中央区水前寺四丁目５４－

２１ 

セントケア九州株式会社 

熊本市中央区十禅寺一丁目３番１号 

代表取締役 東 善郎 

平成２６年

６月３０日 

居宅介護支

援 

年  度 料  目 期 別 納 期 限 備  考 

平成２６年度 介護保険料 ５月期 

６月期 

７月期 

平成２６年６月３０日 

平成２６年６月３０日 

平成２６年７月３１日 

公示送達者  

１人 

（登載省略） 
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変更があった事項及びその内容 

代表者の氏名及びその内容 

「金生 延也 熊本市東区秋津町秋田３４４３番２５号」を「戝部 憲男 熊本市東区秋津町秋田 

３４４１番３２号」に改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ４ １ 号   

平成２６年６月１２日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項及び第２項に基づき認可をした託麻

西校区第７町内自治会から、同条第１１項の規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定

により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

変更があった事項及びその内容 

事務所 

「本会の事務所は、熊本市東区御領一丁目８０８番３号、託麻西７町内公民館に置く。」を「本会

の事務所は、熊本市東区御領一丁目１－１２８、託麻西７町内公民館に置く。」に改める。 

隣保組及び隣保組長 

「第７条 本会の運営を円滑にするため、地域ごとに隣保組を組織し、組員の互員により、隣保組

長を選出し、自治会運営に協力し、町内の発展向上に寄与するものとする。」を追加する。 

役員 

「会は次の役員をおく。 

(1) 会 長    １名 

(2) 副会長    １名 

(3) 理 事    ５名 

(4) 会 計    １名 

   (5) 顧 問    １名 

   (6) 監 事    １名 

   (7) 民生委員   ２名」 

                   を 

「会は次の役員をおく。 

(1) 会 長    １名 

(2) 副会長    １名 

(3) 理 事    ４名 

(4) 会 計    １名 

(5) 代表隣保組長 １名 

     (6) 監 事    ２名」 

 に改める。 

役員職務 

「２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、会長があらかじめ指定

した順序によって、その職務を代行する。 

３ 理事は会長の命を受けて会務を分担し、会員名簿その他の必要書類を作成する。」 

を 

「２ 副会長は、会長が事故にあったときは、会議等への代理出席を行う等会長職を代行する。 

３ 副会長、理事は会長の命をうけて会務を分担し、必要書類を作成する。 

に改める。 

５ 代表隣保組長は、隣保組長と役員会との連絡調整にあたる。」 

に改める。 
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役員の任期 

「１ 役員の任期は２年とする。ただし再任を妨げない。」を「１ 役員の任期は２年とする。

ただし再任を妨げない。また役員が同時期に全員交代しないように配慮する。」に改める。 

機能 

「役員会は、この規約で別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

(1) 総会に付すべき事項 

(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項 

(3) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項」 

を 

「役員会は次に掲げる事項を審議し、議決する。 

(1)第１４条第(1)から第(7)項までを審議し、議決する。(2)その他総会の議決を要しない会務の執行

に関する事項、事業の進捗状況、活動報告情報提供（交換）については、役員定例会として、定

期的に開催するものとする。なお、役員定例会は第１８条から２２条の規定は適用しないものと

する。」 

に改める。 

会費 

「会費は、総会において別に定める金額を徴収する。」を「会費は、総会において別に定めた金額を

徴収する。」に改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ ４ ２ 号   

平成２６年６月１２日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定をしたので、同法第７８条及び

同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ ４ ３ 号   

平成２６年６月１２日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並び

に代表者の氏名 

指定年月日 サービス

の種類 

４３７０１１０

５３０ 

茶話本舗デイサービス土河原 

熊本市南区土河原町１９９－１ 

株式会社西日本ケアグループ 

熊本市西区二本木四丁目２２番２８号 

代表取締役 光永 悦子 

平成２６年

６月１６日 
通所介護 

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並び

に代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１

０５４８ 

デイサービス田原の郷 

熊本市北区植木町鞍掛１５２１番地１ 

社会福祉法人心和会 

熊本市北区植木町鞍掛１５２２番地１ 

理事長 濱坂 浩一郎 

平成２６年

６月１６日 
通所介護 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ４ ４ 号   

平成２６年６月１２日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  埋原自治会 

２ 変更があった事項及びその内容 

(1) 代表者の氏名 

  「早道 修二」を「松本 信一」に改める。 

(2) 代表者の住所 

  「鹿本郡植木町大字轟２４７０番地１」を「熊本市北区植木町轟１５８８番地」に改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ４ ７ 号   

平成２６年６月１３日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可をした団体から、同条第１１

項に規定する変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 団体の名称 

  内区自治会 

２ 変更があった事項及びその内容 

(1) 区域 

  「本会の区域は熊本市植木町内１番地から１７２４番地の２までの区域とする。」を「本会の

区域は熊本市北区植木町内１番地から１７２４番地の２までの区域とする。」に改める。 

(2) 主たる事務所 

   「熊本市植木町内９８７番地１」を「熊本市北区植木町内９８７番地１」に改める。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ４ ８ 号   

平成２６年６月１３日   

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４

６条第２項の規定に基づき、居宅介護、重度訪問介護、同行援護を行う事業者の指定を廃止するので、

同法第５１条第２号の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 廃止した事業所の名称及び所在地 

  セントケア健軍 

  熊本市東区東野四丁目６番２６号 

２ 廃止した事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

 セントケア九州 株式会社 

 熊本市中央区十禅寺一丁目３番１号 

代表取締役 東 善郎 

３ 廃止した事業の種類 

４３７０１１

０５４８ 

デイサービス田原の郷 

熊本市北区植木町鞍掛１５２１番地１ 

社会福祉法人心和会 

熊本市北区植木町鞍掛１５２２番地１ 

理事長 濱坂 浩一郎 

平成２６年

６月１６日 

介護予防通

所介護 
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  居宅介護、重度訪問介護、同行援護 

４ 廃止年月日  

平成２６年６月３０日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ ４ ９ 号   

平成２６年６月１３日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  公   告   

公 告 第 ４ ２ ０ 号   

 平成２６年６月２日   

国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の４第１項に基づき、地籍調査を実施するにあた

り、同法第７条及び同法施行令（昭和２７年政令第５９号）第１０条の規定により、次のとおり公告

する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 事業計画が公示された日 

平成２６年４月１日 

２ 調査を実施する者の名称 

熊本市 

３ 調査地域        

東区戸島六丁目、東区戸島本町、東区戸島町の各一部、中央区帯山一丁目、中央区帯山二丁目、

中央区水前寺一丁目、中央区水前寺二丁目、中央区水前寺三丁目、中央区水前寺四丁目、中央区水

前寺五丁目、中央区新大江三丁目、中央区保田窪一丁目、中央区保田窪二丁目、中央区上水前寺一

丁目、中央区神水一丁目の全部、中央区水前寺公園の一部、北区植木町辺田野の全部、北区植木町

亀甲の一部 

４ 調査の期間 

平成２６年６月２日から平成２７年３月３１日まで 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ４ ２ ２ 号   

平成２６年６月２日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

介護保険事業

所番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並びに

代表者の氏名 

指定年月日 サービス

の種類 

４３７０１１

０５２２ 

リバーサイド熊本 ユニットホーム 

短期入所生活介護 

熊本市西区河内町野出１９３６番地１ 

社会福祉法人 熊本厚生事業福祉会 

熊本市中央区本荘五丁目１０番３６号 

理事長 野口 駿 

平成２６年

４月１日 

短期入所

生活介護 

４３７０１１

０５２２ 

リバーサイド熊本 ユニットホーム 

短期入所生活介護 

熊本市西区河内町野出１９３６番地１ 

社会福祉法人 熊本厚生事業福祉会 

熊本市中央区本荘五丁目１０番３６号 

理事長 野口 駿 

平成２６年

４月１日 

介護予防

短期入所

生活介護 
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  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区保田窪本町２７２番  

１，２６４．９６平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区保田窪本町 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ２ ６ 号   

平成２６年６月３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市北区楡木二丁目１５３５番１  

  ２，７９７．２２平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市北区楠一丁目１２番５１号 

  有限会社 プライスウォーターハウス 

   代表取締役 小川 博之 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ２ ７ 号   

平成２６年６月３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区城南町六田字下亀坂５３０番１ 

  ２８８．１５平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市南区城南町 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ４ ２ ８ 号   

平成２６年６月３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

  熊本市南区護藤町字菰堀１５７１番  

  １，９６２．４７平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市中央区平成三丁目１６番２７号 

  株式会社 九建ホ－ム 

   代表取締役 福嶋 正夫 
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公 告 第 ４ ２ ９ 号   

平成２６年６月３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区富合町大町字古川８８４番５、８８６番１、９０３番３ 

  ２，６８１．４２平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本県八代郡氷川町鹿島６４１番地の１ 

  カシマ開発株式会社 

   代表取締役 山口 信行 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ３ ４ 号   

平成２６年６月５日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区城南町永字屋敷１２８９番４、１２８９番５ 

  ３３０．５９平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

熊本市南区城南町宮地 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ３ ５ 号   

平成２６年６月５日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区城南町舞原字吉野原１０８３番２、１０８３番４ 

  ４６６．５９平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市南区城南町舞原 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ３ ９ 号   

平成２６年６月６日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区野口三丁目１１４３番、１１４５番、１１４６番、１２０９番１、１２１０番１、１ 

２１１番１、１２１２番１及び水路、市道 

  ４，０２６．７２平方メートル 
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２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市東区長嶺南八丁目１１番４０号 

  三智開発株式会社  

   代表取締役 原 美保 

  熊本市中央区水前寺六丁目５０番１９号 

  ファミリ－ステ－ジ株式会社 

   代表取締役 加藤 龍也 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ４ ４ ０ 号   

平成２６年６月９日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

  熊本市北区龍田九丁目１２４４番１、１２４４番２３  

  ３，０８５．５０平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市北区龍田八丁目２０番５４号 

  株式会社 利プランニング 

   代表取締役 田中 利枝 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ４ ５ 号   

平成２６年６月１１日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市南区城南町今吉野字丸山２８１番１ 

  ４９６．２１平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市南区馬渡一丁目 

  氏名 登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ４ ４ ６ 号   

平成２６年６月１１日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 

  熊本市長  幸 山 政 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

熊本市東区戸島西一丁目３０９２番２  

  ２，５４１．８８平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  熊本市南区田迎五丁目４番６号 

  ＴＡＫＡＳＵＧＩ株式会社 

   代表取締役 平島 孝典 
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公 告 第 ４ ４ ８ 号   

平成２６年６月１１日   

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条の５第２項の規定に基づき、一団地認定を取消

したので、同法第８６の５条第４項の規定により、次のとおり公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 申請人           

住所  熊本県菊池市赤星２１１４番地１ 

  氏名  株式会社 八方建設 

       代表取締役 前川 浩志 

２ 認定の取消し区域      

地名地番  熊本市中央区水前寺四丁目７１番１ 

  敷地面積  １５６０．２㎡ 

３ 一団地認定年月日番号    

昭和６０年９月３０日 指令（建指）第１号 

４ 一団地認定取消年月日番号  

平成２６年６月６日 指令（建指）第１号        

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ４ ９ 号   

平成２６年６月１２日   

 熊本都市計画地区計画の案を作成したいので、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条

第２項の規定に基づく熊本市地区計画等の案の作成手続に関する条例（昭和６１年条例第１３号）第

２条の規定により、次のとおり公告し、当該都市計画の原案を公衆の縦覧に供する。 

 なお、利害関係人は期間満了の日の翌日から起算して１週間を経過する日までに縦覧に供された都

市計画の原案について熊本市に意見書を提出することができる。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 都市計画の種類及び名称 

  熊本都市計画地区計画 出水７丁目地区地区計画 

２ 都市計画の変更に係る土地の区域 

熊本市中央区出水７丁目の一部 

３ 都市計画の案の縦覧場所 

  熊本市都市建設局都市政策課 

４ 縦覧期間 

  平成２６年６月１２日から平成２６年６月２６日まで 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ５ １ 号   

平成２６年６月１３日   

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、平成２６年度

熊本市農用地利用集積計画第３号を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

熊本市長  幸 山 政 史   

１ 縦覧場所  

 熊本市農水商工局農業政策課担い手推進室 
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  中 央 区   

中央区告示第１５号   

  平成２６年６月４日   

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定によ

る住民基本台帳の一部の写しの閲覧状況を次のとおり告示する。 

熊本市中央区長  前 渕 啓 子   

住民基本台帳法第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定により、以下のとおり公表する。 

ただし、対象期間は平成２５年４月１日以降から平成２６年３月末日までの閲覧分である。 

閲覧の 

年月日 

請求者または申出

者 

利用目的等の 

概要 

閲覧に係る 

住民の範囲 
件数 

平成２５年４

月１５日 

熊本県土木部河川

港湾局港湾課 

熊本県土木部河川港湾

局港湾課が行う「港湾事

業に関するアンケート

調査」 

熊本市内の満２０歳

以上の男女 

５９７ 

平成２５年４

月３０日 

熊本県企画振興部

局企画課 

熊本県企画振興部局企

画課が行う「県民アンケ

ート調査」 

熊本市内の満２０歳

以上の男女 

２，４２５ 

平成２５年 

５月２日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

金融広報中央委員会が

行う「家計の金融行動に

関する世論調査」 

水前寺三丁目３から

８番、１１から１４

番 

平成５年５月３１日

生まれまでの男女 

２２ 

平成２５年５

月８、９、１

０日 

自衛隊熊本地方協

力本部 

自衛隊熊本地方協力本

部が行う「自衛官等の募

集に伴う広報」 

平成７年４月２日か

ら平成８年４月１日

生まれの男子 

８１４ 

平成２５年 

５月１５日 

株式会社サーベイ

リサーチセンター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う「家

計消費状況調査」 

新屋敷一丁目、九品

寺一丁目、坪井一、

二丁目、帯山五丁目 

平成９年４月１日以

前に生まれた男女 

１２９ 

平成２５年５

月２３日 

株式会社インテー

ジリサーチ 

代表取締役社長 

井上 孝志 

国土交通省観光庁が行

う「２０１３年度旅行・

観光消費動向調査」 

本荘一、二、三丁目 

男女個人 

年齢制限なし 

８５ 

平成２５年５

月２８日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「国民生活に

関する世論調査」 

九品寺一丁目１２、

１４、１６、１９番 

２０歳以上 

（平成５年５月末日

まで生まれ男女） 

２８ 

平成２５年６

月６日 

株式会社 

日経リサーチ 

代表取締役社長 

中村 良 

独立行政法人労働政策

研究・研修機構が行う

「若年期の職業経歴と

現在の働き方に関する

アンケート調査」 

帯山一丁目 

昭和４３年７月２日

から昭和６３年７月

１日生まれの男女 

２３ 
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平成２５年６

月１１日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

株式会社野村総合研究

所が行う「テレビ視聴に

関する調査」 

上京塚町 

１６歳以上 

（平成９年６月末日

まで生まれ男女） 

１４ 

平成２５年６

月１１日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「ＮＰＯ法人

に関する世論調査」 

北千反畑町 

２０歳以上 

（平成５年５月末日

まで生まれ日本人男

女） 

１７ 

平成２５年６

月１７日 

熊日サービス開発

株式会社 

代表取締役社長 

山口 孝 

株式会社熊本日日新聞

社が行う「くらしの情報

とメディアに対するア

ンケート」 

熊本市全域 

２０歳以上日本人男

女 

５２５ 

平成２５年７

月４日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

独立行政法人国立病院

機構久里浜医療センタ

ーが行う「飲酒と生活習

慣に関する調査」 

国府一丁目９番から

１３番 

２０歳以上（平成５

年６月末日まで生ま

れ日本人男女） 

２６ 

平成２５年７

月４日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「子どもの安

全に関する世論調査」 

本荘町６８４番地 

２０歳以上 

（平成５年６月末日

まで生まれ日本人男

女） 

１７ 

平成２５年７

月２３日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

公益財団法人新聞通信

調査会が行う「第６回メ

ディアに関する全国世

論調査」 

国府二丁目８番から

１２番 

１８歳以上 

（平成７年７月末日

まで生まれ日本人男

女） 

２０ 

平成２５年８

月２０日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

独立行政法人国民生活

センターが行う「第４１

回国民生活動向調査」 

国府三丁目１６番か

ら１８番 

坪井四丁目１３番、

１４番 

本山三丁目１番、２

番 

平成一丁目１番から

１７番 

２０歳から７９歳以

下 

（昭和８年９月１日

から平成５年８月末

日生まれの日本人男

女） 

８０ 
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平成２５年８

月２０日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

公益財団法人新聞通信

調査会が行う「第６回メ

ディアに関する全国世

論調査」 

国府二丁目８番、１

３番 

１８歳以上 

（平成７年７月末日

まで生まれ日本人男

女） 

２ 

 

平成２５年 

８月２３日 

株式会社サーベイ

リサーチセンター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う「家

計消費状況調査」 

帯山五丁目 

平成９年８月１日以

前に生まれた男女 

４３ 

平成２５年８

月２１日、２

２日、２３日、

２７日、２８

日 

株式会社 サーベ

イリサーチセンタ

ー 

代表取締役 

藤澤 士朗 

国土交通省都市局が行

う「全国都市交通特性調

査」 

熊本市全域 ２，７６７ 

平成２５年９

月４日 

ＮＨＫ熊本放送局

放送部 

部長 宮原 孝明 

ＮＨＫ熊本放送局放送

部が行う「日本人の意識

調査」 

壺川二丁目 

平成９年１２月３１

日生まれまでの日本

人 

１４ 

平成２５年９

月１０日 

株式会社ナビット 

代表取締役 

福井 泰代 

内閣府政策統括官が行

う「市民の社会貢献に関

する実態調査」 

九品寺 

１９４４年１月１日

から１９９３年８月

１６日生まれの日本

人の男女 

５４ 

平成２５年９

月１８日 

一般社団法人新情

報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「外交に関す

る世論調査（附帯：時事

問題）」 

大江一丁目１２番 

平成５年８月３１日

以前生まれた男女個

人 

１７ 

平成２５年 

９月２７日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

大学共同利用機関法人

情報・システム研究機構

統計数理研究所が行う 

「日本の国民性 第１

３次全国調査」 

新町四丁目 

外国人を除く、２０

歳以上８４歳以下の

男女 

（昭和３年１０月１

日から平成５年９月

３０日生まれ） 

１６ 

平成２５年 

９月２７日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

国立大学法人東京大学

大学院教育学研究科が

行う 

「教育と仕事に関する

全国調査」 

黒髪五から六丁目 

外国人を除く、３０

歳以上６４歳以下の

男女 

（昭和２３年１１月

２日から昭和５８年

１１月１日生まれ） 

２０ 
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平成２５年１

０月１７日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

ＮＨＫ放送文化研究所

が行う「防災とエネルギ

ー調査」 

帯山九丁目 

１６歳以上 

（平成９年１２月末

日生まれの外国人含

む男女） 

１２ 

平成２５年 

１０月２９日 

株式会社サーベイ

リサーチセンター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う「家

計消費状況調査」 

九品寺一丁目、三丁

目、大江三丁目、新

屋敷三丁目、帯山二

丁目、保田窪一丁目 

平成９年１０月１日

以前に生まれた男女

個人 

８６ 

平成２５年１

１月１２日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府政策統括官が行

う「食育にに関する意識

調査」 

九品寺四丁目５番か

ら８番 

２０歳以上 

（平成５年１０月末

日まで生まれ日本人

男女） 

１７ 

平成２５年 

１１月２１日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

内閣府政策統括官が行

う「高齢期に向けた『備

え』に関する意識調査」 

迎町二丁目、琴平本

町 

外国人を除く、３５

歳以上６４歳以下の

男女 

（昭和２３年１０月

２日から昭和５３年

１０月１日生まれ） 

３０ 

平成２５年１

１月２６日 

一般社団法人新情

報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

消費者庁が行う「消費者

意識基本調査」 

黒髪六丁目１番から

５番 

１５歳以上 

平成１０年１２月３

１日以前生まれの日

本人男女個人 

２５ 

平成２５年１

２月１２日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

明治国際医療大学、ＮＨ

Ｋ放送文化研究所が行

う「生活意識に関する調

査」 

横手二丁目から三丁

目 

２０歳以上日本人男

女（平成５年１２月

末日まで生まれ） 

１７ 

平成２５年１

２月２４日 

一般財団法人医療

経済研究・社会保険

福祉協会医療経済

研究機構 

所長 伊東 光晴 

一般財団法人医療経済

研究・社会保険福祉協会

医療経済研究機構が行

う「介護施設の選択に関

する一般高齢者向けの

アンケート」 

区全域 

５０歳以上６５歳以

下の日本人男女 

（昭和２３年１１月

１日から昭和３８年

１１月１日生まれま

で） 

６０ 
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平成２６年１

月９日 

 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

総務省情報通信国際戦

略局が行う「通信利用動

向調査」 

区全域 

外国人を除く、２０

歳以上の男女 

（平成５年４月１日

生まれまで） 

１９２ 

平成２６年１

月１４日、１

５日 

 

株式会社ビデオリ

サーチ 

代表取締役社長  

秋山 創一 

日本たばこ産業株式会

社が行う「全国たばこ喫

煙者率調査」 

弥生町、迎町一丁目

から二丁目、国府三

丁目 

大正１３年５月１日

から平成６年４月３

０日生まれの日本人

男女 

１２０ 

平成２６年１

月２８日 

 

株式会社サーベイ

リサーチセンター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う「家

計消費状況調査」 

大江三丁目から四丁

目、水前寺公園、水

前寺五丁目 

平成１０年１月１日

以前に生まれた日本

人男女 

８６ 

平成２６年１

月２８日 

一般社団法人新情

報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

内閣府政策統括官が行

う「小学生・中学生の意

識に関する調査」 

黒髪一丁目から二丁

目 

平成１０年４月２日

から平成１６年４月

１日に生まれた日本

人男女個人 

２０ 

平成２６年２

月６日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

文化庁文化部国語課が

行う「平成２５年度国語

に関する世論調査」 

琴平一丁目 

１６歳以上 

（平成１０年２月末

日まで生まれ日本人

男女） 

２０ 

平成２６年３

月２０日 

 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

金融広報中央委員会が

行う「家計の金融行動に

関する世論調査」 

上通町４番から９

番、草葉町１番 

平成６年５月３１日

生まれまでの満２０

歳以上の日本人の男

女 

２２ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  東   区   

東 区 告 示 第 ５ 号   

平成２６年６月４日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定によ

る住民基本台帳の一部の写しの閲覧状況を次のとおり告示する。 

熊本市東区長  西 島 徹 郎   

住民基本台帳法第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定により、以下のとおり公表する。 

ただし、対象期間は平成２５年４月１日以降から平成２６年３月末日までの閲覧分である。 
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閲覧の 

年月日 

請求者または申出

者 

利用目的等の 

概要 

閲覧に係る 

住民の範囲 
件数 

平成２５年 

５月２日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

金融広報中央委員会が

行う「家計の金融行動

に関する世論調査」 

長嶺東五丁目２か

ら５番、７から１２

番、２１番 

平成５年５月３１

日生まれまでの男

女 

２２ 

平成２５年

５月８、９、

１０日 

自衛隊熊本地方協

力本部 

自衛隊熊本地方協力本

部が行う「自衛官等の

募集に伴う広報」 

平成７年４月２日

から平成８年４月

１日生まれの男子 

１，０５４ 

平成２５年

５月１７日 

ＮＨＫ熊本放送局

放送部 

部長 小原 茂 

ＮＨＫ熊本放送局放送

部が行う「平成２５年

度６月全国個人視聴率

調査」 

長嶺東五丁目、長嶺

西一丁目 

平成１８年１２月

３１日生まれまで

の日本人 

２８ 

平成２５年

５月２８日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

ＮＨＫ放送文化研究所

が行う「２０１３年６

月全国放送サービス接

触状況調査」 

桜木一丁目 

７歳以上 

（平成１８年１２

月末日生まれの男

女） 

１２ 

平成２５年

５月２８日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「国民生活

に関する世論調査」 

西原三丁目２番 

２０歳以上 

（平成５年５月末

日まで生まれ男女） 

２８ 

平成２５年

６月６日 

株式会社 

日経リサーチ 

代表取締役社長 

中村 良 

独立行政法人労働政策

研究・研修機構が行う

「若年期の職業経歴と

現在の働き方に関する

アンケート調査」 

月出八丁目、小峯一

丁目 

昭和４３年７月２

日から昭和６３年

７月１日生まれの

男女 

２３ 

平成２５年

６月１３日 

株式会社毎日新聞

社 

代表取締役社長 

朝比奈 豊 

株式会社毎日新聞社が

行う「第６７回読書世

論調査」 

画図町大字富重 

１６歳以上 

（平成９年９月３

０日生まれまでの

日本人男女） 

１２ 

平成２５年

６月１８日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

公益財団法人笹川スポ

ーツ財団が行う「４か

ら９歳・１０代のスポ

ーツライフに関する調

査」 

東町四丁目７番、８

番 

平成５年４月２日

から平成２１年４

月１日生まれの男

女 

３５ 
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平成２５年

６月１８日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

日本銀行が行う「生活

意識に関するアンケー

ト調査」 

花立二丁目 

２０歳以上の日本

人男女 

（平成５年７月３

１日生まれまで） 

１５ 

平成２５年

７月４日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

独立行政法人国立病院

機構久里浜医療センタ

ーが行う「飲酒と生活

習慣に関する調査」 

八反田二丁目１０

番から１２番 

２０歳以上（平成５

年６月末日まで生

まれ日本人男女） 

２６ 

平成２５年

８月２０日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

独立行政法人国民生活

センターが行う「第４

１回国民生活動向調

査」 

画図町重富８８８

番地 

戸島五丁目１６番

から六丁目２番 

２０歳から７９歳

以下 

（昭和８年９月１

日から平成５年８

月末日生まれの日

本人男女） 

４０ 

平成２５年

９月３日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

日本銀行が行う「生活

意識に関するアンケー

ト調査」 

桜木一丁目 

２０歳以上の日本

人男女 

（平成５年１０月

３１日生まれまで） 

１５ 

平成２５年

９月４日 

ＮＨＫ熊本放送局

放送部 

部長 宮原 孝明 

ＮＨＫ熊本放送局放送

部が行う「平成２５年

度１１月全国個人視聴

率調査」 

長嶺東五丁目 

平成１８年１２月

３１日生まれまで

の日本人 

１２ 

平成２５年

９月４日 

ＮＨＫ熊本放送局

放送部 

部長 宮原 孝明 

ＮＨＫ熊本放送局放送

部が行う「日本人の意

識調査」 

長嶺東五丁目 

平成９年１２月３

１日生まれまでの

日本人 

１４ 

平成２５年

９月１０日 

株式会社ナビット 

代表取締役 

福井 泰代 

内閣府政策統括官が行

う「市民の社会貢献に

関する実態調査」 

昭和町 

１９４４年１月１

日から１９９３年

８月１６日生まれ

の日本人の男女 

５０ 

平成２５年

９月１１日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

内閣府政策統括官が行

う「家族と地域におけ

る子育てに関する意識

調査」 

沼山津三丁目 

２０歳以上７９歳

以下の日本人の男

女 

（昭和８年８月２

日から平成５年８

月１日生まれ） 

１５ 
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平成２５年

９月２５日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「民法の成

年年齢に関する世論調

査」 

錦ヶ丘 

１８歳以上 

（平成７年９月末

日まで生まれ日本

人男女） 

１４ 

平成２５年

９月２５日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

ＮＨＫ放送文化研究所

が行う「国への帰属意

識に関する国際比較調

査」 

尾ノ上一丁目 

１６歳以上 

（平成９年１２月

末日生まれの日本

人男女） 

１２ 

平成２５年

９月２６日 

一般社団法人新情

報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

独立行政法人国立精

神・神経医療研究セン

ターが行う「第１０回

飲酒・喫煙・くすりの

使用についてのアンケ

ート調査」 

御領二丁目２番か

ら８番 

昭和２３年１０月

１日から平成１０

年９月３０日生ま

れの男女個人 

１５ 

平成２５年

１０月１６

日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

内閣府政策統括官が行

う「青少年のインター

ネット利用環境実態調

査」 

尾ノ上四丁目 

１０歳以上１７歳

以下の男女 

（平成７年１１月

２日から平成１５

年１１月１日生ま

れ） 

２０ 

平成２５年

１０月１７

日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

ＮＨＫ放送文化研究所

が行う「２０１３年１

１月全国放送サービス

接触動向調査」 

秋津町秋田 

７歳以上 

（平成１８年１２

月末日生まれの日

本人男女） 

１２ 

平成２５年

１０月１７

日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

一般社団法人日本新聞

協会が行う「メディア

の接触と評価に関する

調査」 

小山五丁目３番か

ら８番 

１５歳から７９歳 

（昭和８年１１月

１日から平成１０

年１０月末日まで

生まれ日本人男女） 

２０ 

平成２５年

１１月１２

日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「防災に関

する世論調査」 

長嶺東四丁目５番、

６番、９番 

２０歳以上 

（平成５年１０月

末日まで生まれ日

本人男女） 

１４ 
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平成２５年

１１月２６

日 

一般社団法人新情

報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

消費者庁が行う「消費

者意識基本調査」 

新生一丁目１０番

から２０番 

１５歳以上 

平成１０年１２月

３１日以前生まれ

の日本人男女個人 

２５ 

平成２５年

１１月２６

日 

一般社団法人新情

報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

国土交通省土地・建設

産業局 

が行う「土地問題に関

する国民の意識調査 

長嶺東四丁目５番

から７番 

２０歳以上 

平成５年１１月３

０日以前生まれの

日本人男女個人 

１７ 

平成２５年

１２月１０

日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

日本銀行が行う「生活

意識に関するアンケー

ト調査」 

長嶺東二丁目から

三丁目 

２０歳以上の日本

人男女 

（平成６年１月３

１日生まれまで） 

１５ 

平成２５年

１２月２４

日 

一般財団法人医療

経済研究・社会保

険福祉協会医療経

済研究機構 

所長 伊東 光晴 

一般財団法人医療経済

研究・社会保険福祉協

会医療経済研究機構が

行う「介護施設の選択

に関する一般高齢者向

けのアンケート」 

区全域 

５０歳以上６５歳

以下の日本人男女 

（昭和２３年１１

月１日から昭和３

８年１１月１日生

まれまで） 

６０ 

平成２６年

１月１４日、

１５日 

 

株式会社ビデオリ

サーチ 

代表取締役社長  

秋山 創一 

日本たばこ産業株式会

社が行う「全国たばこ

喫煙者率調査」 

花立三丁目、東町四

丁目、下江津三丁目

から四丁目 

大正１３年５月１

日から平成６年４

月３０日生まれの

日本人男女 

１８０ 

平成２６年

１月２１日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

学校法人自治医科大学

が行う「ロコモティブ

シンドロームに関する

疫学研究：健康と運動

器症状についてのアン

ケート」 

西原三丁目、御領一

丁目 

４０歳以上７９歳

以下の日本人男女 

（平成９年２月１

日から昭和４９年

１月３１日生まれ） 

３０ 

平成２６年

３月４日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

日本銀行が行う「生活

意識に関するアンケー

ト調査」 

保田窪五丁目 

外国人を除く、２０

歳以上の男女 

（平成６年４月３

０日生まれまで） 

１５ 
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平成２６年

３月５日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

学校法人桐蔭学園桐蔭

横浜大学が行う「法制

度に関する意識調査」 

尾ノ上二丁目２番

から５番 

２０歳以上 

（平成６年３月末

日まで生まれ日本

人男女） 

１４ 

 

平成２６年

３月２０日 

 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

金融広報中央委員会が

行う「家計の金融行動

に関する世論調査」 

保田窪本町７番か

ら１１番、保田窪二

丁目１番 

平成６年５月３１

日生まれまでの満

２０歳以上の日本

人の男女 

２２ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  西   区   

西 区 告 示 第 ６ 号   

平成２６年６月４日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定によ

る住民基本台帳の一部の写しの閲覧状況を次のとおり告示する。 

          熊本市西区長  永 田 剛 毅   

住民基本台帳法第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定により、以下のとおり公表する。 

ただし、対象期間は平成２５年４月１日以降から平成２６年３月末日までの閲覧分である。 

閲覧の 

年月日 

請求者または申出

者 

利用目的等の 

概要 

閲覧に係る 

住民の範囲 
件数 

平成２５年５

月８、９、１

０日 

自衛隊熊本地方協

力本部 

自衛隊熊本地方協力本部

が行う「自衛官等の募集に

伴う広報」 

平成７年４月２日か

ら平成８年４月１日

生まれの男子 

４６３ 

平成２５年５

月２３日 

株式会社インテー

ジリサーチ 

代表取締役社長 

井上 孝志 

国土交通省観光庁が行う

「２０１３年度旅行・観光

消費動向調査」 

花園四、五丁目 

男女個人 

年齢制限なし 

８５ 

平成２５年７

月２３日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

株式会社朝日新聞社が行

う「２０１３年新聞及びウ

ェブ利用に関する総合調

査（くらしと情報について

のおたずね）」 

島崎五丁目１番から

４番、４５番から４

７番 

１５歳以上（平成１

０年８月末日まで生

まれ日本人男女） 

２３ 

平成２５年７

月２４日 

一般社団法人 

新情報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

内閣府大臣官房政府広報

室が行う「国立公園に関す

る世論調査」 

横手二丁目から三丁

目 

平成５年７月３１日

以前生まれ日本人男

女 

１７ 
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平成２５年９

月１１日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

ＮＨＫ放送文化研究所が

行う「テレビ視聴とメディ

アについての調査」 

島崎七丁目 

１６歳以上 

（平成９年１２月３

１日生まれまでの日

本人男女） 

１２ 

平成２５年９

月２６日 

一般社団法人新情

報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

独立行政法人国立精神・神

経医療研究センターが行

う「第１０回飲酒・喫煙・

くすりの使用についての

アンケート調査」 

上熊本三丁目２番か

ら５番 

昭和２３年１０月１

日から平成１０年９

月３０日生まれの男

女個人 

１４ 

平成２５年１

０月１７日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広報

室が行う「アイヌ政策に関

する世論調査」 

二本木五丁目４番 

２０歳以上 

（平成５年９月末日

まで生まれ日本人男

女） 

１７ 

平成２５年１

０月１７日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

一般社団法人日本新聞協

会が行う「メディアの接触

と評価に関する調査」 

花園五丁目３０番か

ら４０番 

１５歳から７９歳 

（昭和８年１１月１

日から平成１０年１

０月末日まで生まれ

日本人男女） 

２０ 

平成２５年１

２月１０日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

独立行政法人労働政策研

究・研修機構が行う「日本

人の就業実態に関する総

合調査」 

城山下代一丁目５番

から１４番、城山下

代二丁目２番から１

２番 

２０歳以上６５歳以

下の日本人男女 

（昭和２４年１月１

日から平成５年１２

月３１日生まれ） 

２６ 

平成２５年１

２月１２日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広報

室が行う「消費者行政の推

進に関する世論調査」 

花園三丁目９番から

１１番 

２０歳以上 

（平成５年１２月末

日まで生まれ日本人

男女） 

１７ 

平成２５年１

２月１２日 

一般社団法人中央

調査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広報

室が行う「社会意識に関す

る世論調査」 

島崎五丁目 

２０歳以上 

（平成５年１２月末

日生まれの日本人男

女） 

３７ 
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平成２５年１

２月２４日 

一般財団法人医療

経済研究・社会保

険福祉協会医療経

済研究機構 

所長 伊東 光晴 

一般財団法人医療経済研

究・社会保険福祉協会医療

経済研究機構が行う「介護

施設の選択に関する一般

高齢者向けのアンケート」 

区全域 

５０歳以上６５歳以

下の日本人男女 

（昭和２３年１１月

１日から昭和３８年

１１月１日生まれま

で） 

６０ 

平成２６年１

月１４日、１

５日 

 

株式会社ビデオリ

サーチ 

代表取締役社長  

秋山 創一 

日本たばこ産業株式会社

が行う「全国たばこ喫煙者

率調査」 

中原町 

大正１３年５月１日

から平成６年４月３

０日生まれの日本人

男女 

６０ 

平成２６年１

月２１日 

株式会社日本リサ

ーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

学校法人自治医科大学が

行う「ロコモティブシンド

ロームに関する疫学研

究：健康と運動器症状につ

いてのアンケート」 

河内町白浜、河内町

船津 

４０歳以上７９歳以

下の日本人男女 

（平成９年２月１日

から昭和４９年１月

３１日生まれ） 

３０ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  南   区   

南 区 告 示 第 ４ 号   

平成２６年６月４日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定によ

る住民基本台帳の一部の写しの閲覧状況を次のとおり告示する。 

熊本市南区長  永 目 工 嗣   

住民基本台帳法第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定により、以下のとおり公表する。 

ただし、対象期間は平成２５年４月１日以降から平成２６年３月末日までの閲覧分である。 

閲覧の 

年月日 
請求者または申出者 

利用目的等の 

概要 

閲覧に係る 

住民の範囲 
件数 

平成２５年５

月２日 

株式会社日本リサー

チセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

金融広報中央委員会が

行う「家計の金融行動に

関する世論調査」 

近見三丁目１０から

１６番、四丁目１９

番、六丁目１から６

番 

平成５年５月３１日

生まれまでの男女 

２２ 

平成２５年５

月８、９、１

０日 

自衛隊熊本地方協力

本部 

自衛隊熊本地方協力本

部が行う「自衛官等の募

集に伴う広報」 

平成７年４月２日か

ら平成８年４月１日

生まれの男子 

６４９ 

平成２５年５

月１５日 

株式会社サーベイリ

サーチセンター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う「家

計消費状況調査」 

島町四、五丁目 

白藤三丁目 

平成９年４月１日以

前に生まれた男女 

８６ 

平成２５年６

月６日 

株式会社 

日経リサーチ 

代表取締役社長  

中村 良 

独立行政法人労働政策

研究・研修機構が行う

「若年期の職業経歴と

現在の働き方に関する

アンケート調査」 

白藤三丁目 

昭和４３年７月２日

から昭和６３年７月

１日生まれの男女 

２３ 
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平成２５年６

月１１日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

株式会社野村総合研究

所が行う「テレビ視聴に

関する調査」 

出仲間七丁目３番、

４番 

１６歳以上 

（平成９年６月末日

まで生まれ男女） 

１４ 

平成２５年７

月２３日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

公益財団法人新聞通信

調査会が行う「第６回メ

ディアに関する全国世

論調査」 

御幸笛田二丁目９番

から１４番 

１８歳以上 

（平成７年７月末日

まで生まれ日本人男

女） 

２０ 

平成２５年７

月２３日 

一般社団法人中央調

査社  

会長 西澤 豊 

株式会社朝日新聞社が

行う「２０１３年新聞及

びウェブ利用に関する

総合調査（くらしと情報

についてのおたずね）」 

八分字町 

１５歳以上（平成１

０年８月末日まで生

まれ日本人男女） 

２３ 

平成２５年８

月２０日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

公益財団法人新聞通信

調査会が行う「第６回メ

ディアに関する全国世

論調査」 

御幸笛田二丁目１４

番 

１８歳以上 

（平成７年７月末日

まで生まれ日本人男

女） 

２ 

 

平成２５年９

月２５日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「民法の成年

年齢に関する世論調査」 

八幡七丁目４番、５

番、八丁目２番 

１８歳以上 

（平成７年９月末日

まで生まれ日本人男

女） 

１４ 

平成２５年１

０月１７日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

ＮＨＫ放送文化研究所

が行う「防災とエネルギ

ー調査」 

城南町鰐瀬 

１６歳以上 

（平成９年１２月末

日生まれの外国人含

む男女） 

１２ 

平成２５年１

０月１７日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

一般社団法人日本新聞

協会が行う「メディアの

接触と評価に関する調

査」 

薄場一丁目 

１５歳から７９歳 

（昭和８年１１月１

日から平成１０年１

０月末日まで生まれ

日本人男女） 

２０ 

平成２５年１

０月２９日 

一般社団法人新情報

センター 

事務局長 

平谷 伸次 

独立行政法人国立病院

機構久里浜医療センタ

ーが行う「飲酒と生活習

慣に関する調査」 

御幸笛田二丁目６番

から７番 

平成５年１０月３１

日以前に出生の男女

個人 

２０ 

平成２５年１

０月２９日 

株式会社サーベイリ

サーチセンター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う「家

計消費状況調査」 

近見七丁目から八丁

目 

平成９年１０月１日

以前に生まれた男女

個人 

４３ 
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平成２５年１

１月１２日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

国立大学法人京都大学

物質-細胞統合システム

拠点が行う「くらしと科

学技術に関する意識調

査」 

川尻四丁目１番から

２番 

１６歳以上 

（平成９年１１月末

日まで生まれ日本人

男女） 

１１ 

 

平成２５年１

１月１２日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「防災に関す

る世論調査」 

城南町高 

２０歳以上 

（平成５年１０月末

日まで生まれ日本人

男女） 

１４ 

平成２５年１

２月１２日 

一般社団法人中央調

査社 

会長 西澤 豊 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「社会意識に

関する世論調査」 

城南町隈庄 

２０歳以上 

（平成５年１２月末

日生まれの日本人男

女） 

３６ 

平成２５年１

２月１７日 

株式会社日本リサー

チセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

放送大学学園が行う「暮

らしと生きる力に関す

る調査」 

白藤四丁目７番護藤

町 

外国人を除く、２５

歳以上７４歳以下の

男女 

（昭和１４年１月２

日から昭和６４年１

月１日生まれ） 

２３ 

平成２５年１

２月２４日 

一般財団法人医療経

済研究・社会保険福

祉協会医療経済研究

機構 

所長 伊東 光晴 

一般財団法人医療経済

研究・社会保険福祉協会

医療経済研究機構が行

う「介護施設の選択に関

する一般高齢者向けの

アンケート」 

区全域 

５０歳以上６５歳以

下の日本人男女 

（昭和２３年１１月

１日から昭和３８年

１１月１日生まれま

で） 

６０ 

平成２６年１

月９日 

 

株式会社日本リサー

チセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

総務省情報通信国際戦

略局が行う「通信利用動

向調査」 

区全域 

外国人を除く、２０

歳以上の男女 

（平成５年４月１日

生まれまで） 

１９２ 

平成２６年１

月１４日、１

５日 

 

株式会社ビデオリサ

ーチ 

代表取締役社長  

秋山 創一 

日本たばこ産業株式会

社が行う「全国たばこ喫

煙者率調査」 

富合町志々水 

大正１３年５月１日

から平成６年４月３

０日生まれの日本人

男女 

６０ 

平成２６年１

月２８日 

 

株式会社サーベイリ

サーチセンター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う「家

計消費状況調査」 

江越二丁目、平田二

丁目 

平成１０年１月１日

以前に生まれた日本

人男女 

４３ 

平成２６年３

月２０日 

 

株式会社日本リサー

チセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

金融広報中央委員会が

行う「家計の金融行動に

関する世論調査」 

元三町一丁目１番、

元三町二丁目２番か

ら７番 

平成６年５月３１日

生まれまでの満２０

歳以上の日本人の男

女 

２２ 
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  南 区 告 示 第 ５ 号   

           平成２６年６月１３日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２６年５月２１日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 

                    熊本市南区長  永 目 工 嗣   

以下、登載省略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  北   区   

北 区 告 示 第 ３ 号   

平成２６年６月６日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定によ

る住民基本台帳の一部の写しの閲覧状況を別表のとおり告示する。 

熊本市北区長  田 上 美 智 子   

住民基本台帳法第１１条第３項及び第１１条の２第１２項の規定により、以下のとおり公表する。 

ただし、対象期間は平成２５年４月１日以降から平成２６年３月末日までの閲覧分である。 

閲覧の 

年月日 

請求者または申

出者 

利用目的等の 

概要 

閲覧に係る 

住民の範囲 
件数 

平成２５年５

月８、９、１０

日 

自衛隊熊本地方

協力本部 

自衛隊熊本地方協力本

部が行う「自衛官等の

募集に伴う広報」 

平成７年４月２日から

平成８年４月１日生ま

れの男子 

７８８ 

平成２５年５

月１５日 

株式会社サーベ

イリサーチセン

ター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う

「家計消費状況調査」 

鹿子木町 

平成９年４月１日以前

に生まれた男女 

４３ 

平成２５年５

月２８日 

一般社団法人中

央調査社 

会長 西澤 豊 

ＮＨＫ放送文化研究所

が行う「２０１３年６

月全国放送サービス接

触状況調査」 

徳王一丁目 

７歳以上 

（平成１８年１２月末

日生まれの男女） 

１２ 

平成２５年６

月１３日 

株式会社毎日新

聞社 

代表取締役 

社長  

朝比奈 豊 

株式会社毎日新聞社が

行う「第６７回読書世

論調査」 

植木町田底 

１６歳以上 

（平成９年９月３０日

生まれまでの日本人男

女） 

１２ 

平成２５年６

月１８日 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社長 

鈴木 稲博 

日本銀行が行う「生活

意識に関するアンケー

ト調査」 

龍田町弓削 

２０歳以上の日本人男

女 

（平成５年７月３１日

生まれまで） 

１５ 

平成２５年７

月２３日 

一般社団法人中

央調査社 

会長 西澤 豊 

株式会社朝日新聞社が

行う「２０１３年新聞

及びウェブ利用に関す

る総合調査（くらしと

情報についてのおたず

ね）」 

植木町岩野 

１５歳以上（平成１０

年８月末日まで生まれ

日本人男女） 

２３ 

平成２５年８

月８日 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

内閣府大臣官房政府広

報室が行う「臓器移植

に関する世論調査」 

下硯川町１７８４番地

から 

平成５年７月３１日以

前生まれの日本人男女 

１７ 
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平成２５年８

月２０日 

一般社団法人中

央調査社 

会長 西澤 豊 

公益財団法人家計経済

研究所が行う「家庭生

活についてのおたず

ね」 

植木町植木及び広住 

２４歳から２８歳（昭

和５９年１０月２日か

ら平成１年１０月１日

まで生まれ日本人男

女） 

１８ 

平成２５年８

月２３日 

株式会社サーベ

イリサーチセン

ター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う

「家計消費状況調査」 

改寄町 

平成９年８月１日以前

に生まれた男女 

４３ 

平成２５年９

月３日 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社長 

鈴木 稲博 

日本銀行が行う「生活

意識に関するアンケー

ト調査」 

植木町亀甲 

２０歳以上の日本人男

女 

（平成５年１０月３１

日生まれまで） 

１５ 

平成２５年９

月１０日 

株式会社ナビッ

ト 

代表取締役 

福井 泰代 

内閣府政策統括官が行

う「市民の社会貢献に

関する実態調査」 

植木町岩野 

１９４４年１月１日か

ら１９９３年８月１６

日生まれの日本人の男

女 

４６ 

平成２５年 

９月２７日 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

大学共同利用機関法人

情報・システム研究機

構統計数理研究所が行

う 

「日本の国民性 第１

３次全国調査」 

麻生田二から三丁目 

外国人を除く、２０歳

以上８４歳以下の男女 

（昭和３年１０月１日

から平成５年９月３０

日生まれ） 

１６ 

平成２５年１

０月２９日 

一般社団法人新

情報センター 

事務局長 

平谷 伸次 

内閣府政策統括官が行

う「高齢者の地域社会

への参加に関する意識

調査」 

清水亀井町５０番から

５１番 

６０歳以上の日本人男

女個人 

１６ 

平成２５年 

１０月２９日 

株式会社サーベ

イリサーチセン

ター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う

「家計消費状況調査」 

飛田一丁目、鶴羽田一

丁目 

平成９年１０月１日以

前に生まれた男女個人 

４３ 

平成２５年１

２月１０日 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

日本銀行が行う「生活

意識に関するアンケー

ト調査」 

清水万石一丁目清水本

町、清水町大字室園、 

２０歳以上の日本人男

女 

（平成６年１月３１日

生まれまで） 

１５ 

平成２５年１

２月１０日 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

独立行政法人労働政策

研究・研修機構が行う

「日本人の就業実態に

関する総合調査」 

武蔵ヶ丘七丁目５番、

武蔵ヶ丘八丁目２番か

ら８番 

２０歳以上６５歳以下

の日本人男女 

（昭和２４年１月１日

から平成５年１２月３

１日生まれ） 

２６ 
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平成２５年１

２月１２日 

一般社団法人中

央調査社 

会長 西澤 豊 

株式会社野村総合研究

所が行う「テレビ視聴

に関する調査」 

武蔵ヶ丘八丁目２番か

ら５番 

１６歳以上 

（平成９年１２月末日

まで生まれ日本人男

女） 

１４ 

平成２５年１

２月２４日 

一般財団法人医

療経済研究・社会

保険福祉協会医

療経済研究機構 

所長  

伊東 光晴 

一般財団法人医療経済

研究・社会保険福祉協

会医療経済研究機構が

行う「介護施設の選択

に関する一般高齢者向

けのアンケート」 

区全域 

５０歳以上６５歳以下

の日本人男女 

（昭和２３年１１月１

日から昭和３８年１１

月１日生まれまで） 

６０ 

平成２６年１

月１４日、１５

日 

 

株式会社ビデオ

リサーチ 

代表取締役社長  

秋山 創一 

日本たばこ産業株式会

社が行う「全国たばこ

喫煙者率調査」 

植木町米塚、龍田四丁

目 

大正１３年５月１日か

ら平成６年４月３０日

生まれの日本人男女 

１２０ 

平成２６年１

月２８日 

 

株式会社サーベ

イリサーチセン

ター 

代表取締役  

藤澤 士朗 

総務省統計局が行う

「家計消費状況調査」 

山室一丁目 

平成１０年１月１日以

前に生まれた日本人男

女 

４３ 

平成２６年３

月４日 

株式会社日本リ

サーチセンター 

代表取締役社長  

鈴木 稲博 

日本銀行が行う「生活

意識に関するアンケー

ト調査」 

飛田四丁目、飛田町、

万楽寺、貢町、 

外国人を除く、２０歳

以上の男女 

（平成６年４月３０日

生まれまで） 

１５ 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 上 下 水 道 局  

上下水道局告示第３９号   

平成２６年６月２日   

公共下水道の供用及び終末処理場による下水の処理を開始するので、下水道法（昭和３３年法律第

７９号）第９条の規定に基づき、次のとおり告示する。 

  その関係図面は、平成２６年６月２日から２週間、熊本市上下水道局管路維持課において一般の縦

覧に供する。 

熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

１  公共下水道の供用及び下水の処理を開始する年月日 

    平成２６年６月２日 

２ 下水を排除し、及び処理する区域 

(1) 東部処理区 

東区戸島西三丁目、東区戸島西四丁目、東区戸島五丁目、東区長嶺南七丁目、東区佐土原二丁

目、東区桜木六丁目及び南区田井島三丁目の各一部 

(2) 南部処理区 

南区野口二丁目及び南区幸田二丁目の各一部 

(3) 西部処理区 

西区花園六丁目、西区中島町及び西区小島五丁目の各一部 

(4) 熊本北部流域下水道関連処理区 

北区飛田二丁目及び北区山室一丁目の各一部 
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(5) 富合処理区 

南区富合町榎津の一部 

 (6) 植木処理区 

北区植木町舞尾及び北区植木町植木の各一部 

３  供用を開始する排水施設の位置 

    前項に示す区域内 

４  供用を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 

分流式 

５ 下水の処理を開始する終末処理場の位置及び名称 

 (1) 東部処理区 

東区秋津町秋田５３６番 

東部浄化センター 

(2) 南部処理区 

南区元三町四丁目１番１号 

南部浄化センター 

 (3) 西部処理区 

西区沖新町４９４４番３号 

西部浄化センター 

(4)  熊本北部流域下水道関連処理区 

北区鶴羽田町１２番１号  

熊本北部浄化センター 

(5)  富合処理区 

宇土市高柳町１３８ 

宇土市終末処理場 

(6)  植木処理区 

北区鶴羽田町１２番１号 

熊本北部浄化センター 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

上下水道局告示第４０号   

平成２６年６月３日   

熊本市排水設備指定工事店から熊本市下水道条例施行規程（平成２１年上下水道局規程第３６号）

第１３条第２項第２号の規定による届出があったので、同規程第２２条第４号の規定により次のとお

り告示する。 

熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 所在地・商号・代表者名 
異動年月日 

異動事由 

第１９１号 

熊本市東区御領七丁目２番２号 

三和電工設備株式会社 

代表取締役 錦戸 保介 

平成２６年５月２３日 

代表者の異動 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

上下水道局告示第４１号   

平成２６年６月３日   

  次の者から給水装置工事の事業の休止の届出があったので、熊本市上下水道局指定給水装置工事事
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業者規程（平成１０年水道局規程第５号）第１０条第２号の規定により告示する。 

熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 事業所所在地・名称・代表者名 休止年月日 

第６２０号 

熊本市北区釜尾町１５７番地１３ 

株式会社進興土木 

代表取締役 田中 武 

平成２６年５月１日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

上下水道局告示第４２号   

平成２６年６月５日   

熊本市排水設備指定工事店から熊本市下水道条例施行規程（平成２１年上下水道局規程第３６号）

第１３条第１項の規定による営業の廃止の届出があったことに伴い、同規程第１４条第１項第１号の

規定により熊本市排水設備指定工事店の指定を取り消したので、同規程第２２条第２号の規定により

次のとおり告示する。 

熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 所在地・商号・代表者名 取消年月日 

第６８９号 

上益城郡御船町大字豊秋７６５番地 

有限会社ツルカメ企画事務所 

代表取締役 永山 仁 

平成２６年５月２９日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  監   査   

監委公告第１０号   

平成２６年６月６日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定に基づき、平成２５年度の監査を

実施したので同条第９項の規定により、その結果について次のとおり公表する。 

熊本市監査委員  田 尻 清 輝   

                       熊本市監査委員  竹 原 孝 昭   

                        熊本市監査委員  石 原 純 生   

                        熊本市監査委員  坂 本 邦 彦   

１ 定期監査（財務） 

(1) 監査の対象 

議会事務局、市長事務部局、教育委員会事務局、農業委員会事務局のうち、資料(1)（登載省略）

の市機構図中 で囲んでいる局、課等。（※監査要領より） 

(2) 監査の期間 

平成２５年１１月２９日から平成２６年３月７日まで 

(3) 監査の方法   

今回の監査は、平成２５年９月末日現在における資料の提出を求め、財務に関する事務のうち、

主として予算の執行状況、契約事務、財産の管理等について書類審査し、必要に応じて関係職員

に質問するなどの方法で実施した。 

(4) 監査の結果 
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・議会事務局 

 適正に執行されているものと認められた。 

・総務局 

適正に執行されているものと認められた。 

・企画振興局 

適正に執行されているものと認められた。 

  ・財政局 

   適正に執行されているものと認められた。 

・健康福祉子ども局 

おおむね適正に執行されているものと認められた。しかしながら、次のような事項が見受けら

れたので改善に努められたい。 

 [指摘事項１]  契約事務について：感染症対策課 

感染性産業廃棄物収集運搬業務委託契約においては、予定価格が消費税及び地方消費税を含め

定められており、７業者による競争見積りが行われた結果、予定価格と同額を提示した業者を最

低価格業者として契約が締結されていた。しかしながら、業者から提示された見積額は、消費税

及び地方消費税を含まないものとなっていた。 

また、契約業者選定に資する見積額比較表が、消費税及び地方消費税を含むか否かの区別なく、

見積書に記載された金額によって作成されていた。 

   契約書に消費税及び地方消費税を含めた単価が規定され、互いに記名押印し契約書が取り交わ

されていることから、結果的には意思表示の合致はなされているものとも解されるが、契約事務

の過程においては、何ら意思表示の合致の根拠を見出すことができない状態である。 

   今後は、消費税及び地方消費税の取り扱いについて十分な注意を払われるとともに、このよう

な不具合が生じないよう適切な契約事務の執行に努められたい。 

・環境局 

適正に執行されているものと認められた。 

・農水商工局 

適正に執行されているものと認められた。 

・観光文化交流局 

おおむね適正に執行されているものと認められた。しかしながら、次のような事項が見受けら

れたので改善に努められたい。 

[指摘事項２]  一般財団法人 熊本国際観光コンベンション協会への補助金交付事務について：観

光振興課 

一般財団法人 熊本国際観光コンベンション協会への補助金交付事務については、平成20年度 

の包括外部監査の結果において、「市と当協会との事業毎の負担割合が決まっておらず、打ち合

わせで決定しているため、客観的に負担割合の妥当性を判断できない。事業毎の負担割合に関す

る規定が必要である。」との指摘がなされているが、現時点まで、これに対する改善措置がなさ

れていない。 

   協会が行う公益事業に対し、公金である補助金を支出する必要性や金額の妥当性を明確化する 

観点からも、補助金の交付基準等を整備されたい。 

  ・都市建設局 

適正に執行されているものと認められた。 

・都市政策研究所 

適正に執行されているものと認められた。 

・中央区役所 

適正に執行されているものと認められた。 

・西区役所 
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   適正に執行されているものと認められた。 

・南区役所 

適正に執行されているものと認められた。 

  ・教育委員会事務局 

適正に執行されているものと認められた。 

・農業委員会事務局（北区分室を除く） 

   適正に執行されているものと認められた。 

(5) 意 見 

・現金の領収について：各課共通 

現金領収帳、現金領収証及び領収印の取扱いなどについては、過去の監査報告書でも改善を求

めており、指導件数については減少傾向にあるが、今回の定期監査においても、現金領収帳やそ

の受払簿の記載が不十分なもの、領収証を交付する際の取扱いにおいて実際に取り扱った職員と

異なる者の氏名が領収証に記載されていたもの、冊番号の記載漏れや訂正印漏れ、首標金額を訂

正したものなどの事例が依然として見受けられた。 

現金の取扱いについては、会計事務の手引きにも記載されているところであるが、担当者の異

動を機に誤った取扱いに変わっていた部署があったり、実地監査の際に応対した監査対象部署の

職員の中には、会計事務の手引きなどのマニュアルの存在を知らない者がいたりするなど、基本

的事項の認識不足や事務の引継ぎが不十分な面もみられた。 

公金外現金を含む現金の取扱いにあたっては、過去に不祥事も発生していることから、公金外 

現金取扱要綱を制定するなど全庁的な改善が進められているところではあるが、その取り組みに

おいては、基本的事項の遵守が第一段階であることを職員一人ひとりが改めて認識することが必

要である。 

特に管理職においては、職場の管理監督者としての責任を常に意識し、現金を取り扱う部署に

おいては、各種集合研修や職場研修等で基本的事項の周知徹底を行うとともに、部下職員への指

導を徹底し、よりいっそうの事務の改善を図られたい。 

２ 定期監査（工事） 

(1) 監査の対象 

ア 監査対象部署  

都市建設局   

交通政策総室 

     熊本駅周辺整備事務所、熊本駅西土地区画整理事業所 

     都心活性推進課、建築計画課、営繕課、設備課、住宅課 

     道路整備課、土木管理課、用地調整課、河川公園課 

東部土木センター、西部土木センター（河内分室・富合地域整備室・城南地域整備室含む）、 

北部土木センター（植木地域整備室含む） 

植木中央土地区画整理事業所、鉄道高架関連整備室 

イ 監査対象工事 

今回監査の対象としたものは、上記部署において、平成２４年１０月１日から平成２５年９

月３０日までに契約された工事請負及び工事に類する業務委託１，４４８件である。このうち

新規事業に伴うもの、随意契約によるもの、契約変更を行ったもの等を重点的に抽出・選定し、

「工事監査実施一覧表」に掲げる９２件の工事及び委託について監査を実施した。 

(2) 監査の期間 

平成２５年１１月２９日から平成２６年２月２６日まで 

(3) 監査の方法 

監査にあたっては、特に工事計画、設計図書の内容、積算基準とその運用、施工管理、契約方

法及び決裁手続が適正に行われているかについて書類審査し、関係職員に質問するなどの方法で
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実施した。 

 (4) 監査の結果 

   おおむね適正に執行されているものと認められた。しかしながら、次のような事項が見受けら

れたので改善に努められたい。 

[指摘事項１]  官民境界の明示について：西部土木センター河内分室 

西部土木センター富合地域整備室 

西部土木センター城南地域整備室 

道路改良（道路拡幅）工事の設計図面は、位置図・平面図・横断図・縦断図・標準断面図・

構造図の構成となっており、その標準断面図には、側溝及び擁壁の断面・寸法・法勾配・舗装

厚・車道及び歩道等の幅員・道路の全幅員（官民境界を含む）・道路中心線・横断勾配等を明

示しなければならないが、官民境界の明示はなかった。 

     標準断面図の官民境界の明示は、関係地権者等との施工協議及び財産管理に係る指標となる

ことから、適切に明示されたい。 

(5) 要望事項 

  今回の監査において、次のような事項が見受けられた。 

  ・設計図書における工事材料の明確化について：西部土木センター富合地域整備室 

駅前広場の誘導施設の設置工事において、設計図書に案内板の取り付け支柱に関する仕様が記

載されておらず、契約後に発注者と受注者との協議によって工事材料が決められていた。 

設計図書における工事材料の仕様は、入札における入札金額の算定においても、実際の工事に

おける材料の選定においても必要であり、その明確化に努められたい。 

・公共施設の劣化調査の充実について：北部土木センター維持課 

照明灯の劣化調査業務において、業務は仕様書に沿って適正に行われていたが、電線の絶縁状

態の劣化については、調査の対象とされていなかった。 

今後、このような業務委託が多く予想されることから、その執行にあたっては調査内容を十分

検討し、適正な事務の執行に努められたい。 

(6) 意見 

・建設工事の火災保険等について：東部土木センター工務課 

西部土木センター富合地域整備室 

西部土木センター城南地域整備室 

北部土木センター植木地域整備室 

熊本市公共工事請負契約約款第４８条第１項において、「 受注者は、工事目的物及び工事材料

等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険に付さなければならな

い。」と規定されており、発注者が必要に応じて工事目的物等を火災保険等に付すべきことを設

計図書に規定した場合には、受注者はこれに従う義務を負うこととなる。 

熊本市の場合、建設工事のうち建築工事については設計図書の中で火災保険等に付すべきこと

を規定しているが、土木工事については規定していない現状にある。 

近年、建設工事において、工事量の増大とともに工事内容や施工方法が複雑化、多様化してお

り、施工途中における火災や工事材料等の盗難、第三者への危害等が大きな問題となっている。 

公共工事において、リスク管理としての火災保険等の役割は以前にも増して重要となっており、

土木工事をはじめとする各種建設工事において、国や他都市の動向などに留意しながら、火災保

険等の有効な利用に努めることが望まれる。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 監委公告第１１号   

                           平成２６年６月６日   

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項の規定に基づき行政監査を実施したので、

同条第９項の規定により、その結果について次のとおり公表する。 
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熊本市監査委員  田 尻 清 輝   

熊本市監査委員  竹 原 孝 昭   

熊本市監査委員  石 原 純 生   

熊本市監査委員  坂 本 邦 彦   

１ 行政監査について 

行政監査は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項の規定に基づき、行政事

務の執行が効率的かつ合理的に行われているか、法令等に従って適正に行われているかどうかを主

眼として実施するものである。 

２ 監査のテーマと目的 

(1) 監査のテーマ 

    「図書館の管理運営及び利用状況について」 

(2) 監査の目的  

近年の少子高齢化の進展や情報通信技術の発展など社会環境が大きく変化する中で、住民の生

涯学習ニーズの多様化・高度化、高度情報化社会への対応をはじめ、地域の情報拠点としての運

営など、図書館に求められる役割は、ますます重要となっている。 

本市の図書館は、教育と文化の発展に寄与することを目的として設置され、市立図書館を中心

に公民館図書室と移動図書館からなる図書館ネットワークによるサービス網を形成し、市民が利

用しやすい図書館運営に努めている。 

図書館の運営方針として、平成１４年１１月に、将来にわたり市民が気軽に利用しやすい施設

としての基本的な考え方、方向性を示すため「熊本市立図書館の望ましい目標」が策定され、「図

書館資料の充実」、「図書館サービスの拡充・強化」、「子どもの読書推進」、「推進体制の充

実」の４つの基本方針に基づき、「市民から信頼され、親しまれ、そして愛される図書館」の実

現に向けた事業が展開されてきた。 

また、平成２２年の合併に伴い、新たに植木図書館も本市の図書館ネットワークの中に加わる

とともに、城南地区の新たな図書館の建設、さらには、平成２３年１０月にはくまもと森都心プ

ラザ図書館が開館し、ネットワークは一層充実したものとなっている。 

このような中で、今後も、市立図書館の目標を確立しこれが達成されるとともに、ネットワー

ク体制の充実や、厳しい財政状況等を踏まえた効率的かつ効果的な管理運営が行われていくこと

が重要となることから、図書館の今後の運営に資することを目的として監査を実施した。 

３ 監査の期間   

平成２５年６月３日から平成２６年１月３１日まで 

４ 監査の対象範囲 

(1) 対象施設 

ア 公立図書館（３館） 

熊本市立図書館、熊本市立植木図書館、くまもと森都心プラザ図書館 

  イ 公民館図書室（１７室） 

東部公民館図書室、龍田公民館図書室、託麻公民館図書室、幸田公民館図書室、中央公民館 

図書室、清水公民館図書室、秋津公民館図書室、南部公民館図書室、花園公民館図書室、北 

部公民館図書室、河内公民館図書室、天明公民館図書室、飽田公民館図書室、西部公民館図 

書室、五福公民館図書室、富合公民館図書室、城南公民館隈牟田図書室、 

ウ その他（１室） 

男女共同参画センターはあもにい情報資料室 

(2) 対象部署 

   教育委員会事務局 図書館、植木図書館 

   企画振興局 生涯学習推進課、市民協働課男女共生推進室 

(3) 対象範囲 
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監査実施日における施設等の現況及び管理運営の状況を対象とし、利用状況等については、必

要に応じて過去の分についても調査を行った。 

５ 監査の方法 

  対象部署から書面や聴き取りにより調査を行うとともに、必要に応じて施設での実地調査を行っ 

た。 

  【実地調査を行った施設】 

   熊本市立図書館、熊本市立植木図書館、くまもと森都心プラザ図書館 

   東部公民館図書室、幸田公民館図書室、富合公民館図書室 

６ 監査の着眼点  

監査を実施するに当たって、主な着眼点を次のとおり設定した。 

(1) 利用状況及び利便性について 

(2) 資料の収集及び保管について 

(3) 図書館ネットワーク等の推進体制について 

(4) 子どもの読書推進について 

(5) 個人情報保護と著作権について 

(6) 管理運営について 

(7) 他都市との比較について 

７ 図書館等の概要（登載省略） 

８ 監査の結果 

 [指摘事項－１] 施設の活用について 

市立図書館の集会室の横には、学習室（旧リスニングルーム）、視聴覚資料の保管スペース、お

はなしボランティア等の活動の場とされるボランティア室があり、視聴覚資料の保管スペース横に

ついても一部が学習室として開放されている。 

これらは隣接しており間仕切りの状況から不都合が見受けられた。また、学習室については、く

まもと森都心プラザ図書館では専用スペースとして当初から設置され、図書館利用促進の一環とし

て積極的に開放されていることをみると、そのニーズが高まっているものと思われた。 

市立図書館において、学習室を現在の集会室の位置に設けることも効果的な施設運用の方策の一

つではないかと考えられることから、集会室や学習室、ボランティア室、視聴覚資料保管スペース

等については、これら館内施設の性質や、滞在性など図書館の施設としての方向性を踏まえ、図書

館奉仕に資する活動の推進にも留意しながら、利用者ニーズにそった位置取りと運用を行われたい。 

 [指摘事項－２] 移動図書館について 

移動図書館は市立図書館（城南分を含む）と植木図書館で実施されているが、近年の状況をみる

と、ほぼ利用の無いステーションが数箇所みられた。 

移動図書館は図書館ネットワークの一部であり、その必要性や意義を踏まえながら、その管轄を

担うべき中央館である市立図書館が、地域の事情等を考慮したうえで調整を図る必要があると考え

られる。 

また、「熊本市立図書館移動図書館の運営に関する要綱」によると、一定の利用が見込まれるこ

とがステーション設置要件のひとつとなっていることからも、個々のステーションについて利用状

況等を検証しながら見直しを行われたい。 

（その他登載省略） 

９ 意見 

図書館法に基づき文部科学大臣が定める「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」が改正され、

平成２４年１２月に施行されたが、この中で、図書館は地域の情報拠点等として重要な役割を担う

ことや、その設置目的を適切に達成するために必要な管理運営体制を構築すべきことなどが新たに

示された。 

図書館の管理運営面において、本市では、くまもと森都心プラザ図書館と城南図書館（分館）に
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指定管理者制度が導入されているが、今後、植木図書館（分館）や、中央館（本館）である市立図

書館においても、一部業務委託化と併せてその導入の是非が検討されるものと考えられる。 

指定管理者制度の導入にあたっては、移行の目的を明確にするとともに、施設の設置目的が効果

的に達成されるか否かに留意し導入の可否を決定する必要があることはいうまでもなく、事業の継

続性や専門性、学校や他の図書館等との連携の確保や、地域の情報拠点としての独自性をどう発揮

していくかなども課題として考えられる。 

さらに、本市が構築した図書館ネットワーク運営を維持するためには、指定管理者制度を導入し

た場合でも、管理面や指揮監督面などの中央館としての機能の保持が必ず必要であることが重要な

ポイントの一つである。 

指定都市の状況をみると、図書館の中央館に指定管理者制度が導入されている事例は、市内の図

書館全てが同一財団法人による指定管理とされている１市のみであり、そのほかには今のところ例

がない。 

  これらのことを踏まえながら、指定管理者制度の導入検討にあたっては、図書館とその分館、さ

らには、公民館図書室それぞれの役割や目指す姿を明確化したうえで、図書館運営のあり方につい

て十分検討される必要があると思われる。 

今後も、住民のニーズや利用者の視点に立った図書館ネットワークサービスの実施はもとより、

市町村合併の結果を踏まえた図書館運営の体制等を総合的に検討され、合理的な図書館運営を図ら

れながら、市全域にわたる公平なサービスの実現とサービスの質的向上を期待するものである。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 選挙管理委員会  

西選管告示第８号   

平成２６年６月２日   

熊本市西区選挙管理委員会規程の一部を次のように改正する。 

熊本市西区選挙管理委員会委員長  西 澤 丘   

熊本市西区選挙管理委員会規程（平成２４年西選管告示第２１号）の一部を次のように改正する。 

第１５条中「首席総務審議員、総務審議員」を「首席審議員、審議員」に改める。 

第１６条第５項中「首席総務審議員」を「首席審議員」に改め、同条第６項中「総務審議員」を「審

議員」に改め、同条第７項を次のように改める。 

７ 主幹は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 直属上司の命を受け、事務局の主要施策に関する特定の事項の調査、研究及び実施に携わるこ

と。 

(2) 直属上司の基本的職能に係る事項及びその他の決定事項について補佐し、あらかじめ定められ

た事項について代行すること。 

第１６条第８項を次のように改める。 

８ 参事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 直属上司の命を受け、指示された専門事項その他特定の事務事業の調査、研究及び実施に携わ 

ること。 

(2) 直属上司の基本的職能に係る事項及びその他の決定事項のうち、あらかじめ定められた事項に

ついて代行すること。 

第１８条第２項中「補佐」の次に「（補佐を置かない場合にあっては、主幹（主査を兼ねるものに

限る。））」を加え、同条第３項中「副事務局長、補佐とも」を「前項に規定する場合において、代

決する者」に改める。 

  

     附 則 

 この規程は、公布の日から施行する。 
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 農 業 委 員 会  

農 委 公 告 第 ６ 号   

平成２６年６月２日   

熊本市農業委員会総会会議規則（平成２４年農委規則第１号）第２条により農業委員会総会を次の

とおり招集する。 

熊本市農業委員会会長  森 日 出 輝   

１ 日時  平成２６年６月６日（金）午後２時３０分 

２ 場所  市役所１４階大ホール 

３ 議題 

  第１号議案 農地法第３条の規定に基づく許可申請（会許可分） 

  第２号議案 競売買受適格証明願(耕作目的：会許可) 

  第３号議案 事業計画変更承認願 

  第４号議案 農地法第４条の規定に基づく許可申請 

第５号議案 農地法第５条の規定に基づく許可申請 

第６号議案 農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用集積計画（３号） 

第７号議案 土地改良法３条による資格証明願 

第８号議案 熊本市農業委員会の選挙による委員の定数等に関する条例の一部改正について 

  第９号議案 平成２５年度事業報告について 

  第１０号議案 平成２６年度事業計画（案）について 

  第１１号議案 平成２６年度下限面積の決定について 


